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令和５年９月21日（木曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第３号）

○議案第３号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第４号 職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例

○議案第９号 財産の取得について

○議案第11号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○請願第２号 私学助成の拡充・強化について

の請願

○報告事項

・県が出資している法人等の経営状況について

公益財団法人宮崎県立芸術劇場

公益財団法人宮崎県私学振興会

・宮崎県中山間地域振興計画に基づいて行った

主な施策（令和４年度）について

○その他報告事項

・「新しい『ゆたかさ』前進プログラム」の政策

評価結果について

・ローカル鉄道の再構築について

・宮崎県人権施策基本方針の骨子（案）について

・国スポ・障スポ選手団ユニフォーム変更につ

いて

・令和４年度内部統制評価報告書について

・宮崎県東京ビル再整備事業に係る基本設計

（案）について

・霧島演習場における日米共同訓練について

○閉会中の継続審査について

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 寿

副 委 員 長 福 田 新 一

委 員 濵 砂 守

委 員 二 見 康 之

委 員 川 添 博

委 員 坂 本 康 郎

委 員 岩 切 達 哉

委 員 脇 谷 のりこ

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

政 策 調 査 監 田 中 克 尚

県 参 事 兼 総 合 政 策 部 次 長
児 玉 浩 明

（政策推進担当）

総合政策部次長
坂 元 修 一

（県民生活・サミット担当）

部参事兼総合政策課長 中 尾 慶一郎

広域連携推進室長 川 越 勉

部参事兼秘書広報課長 長 友 修 一

広 報 戦 略 室 長 須 波 勇一郎

統 計 調 査 課 長 伊 福 隆 徳

総 合 交 通 課 長 佐 野 晃 浩

中山間･地域政策課長 湯 地 正 仁

産 業 政 策 課 長 守 部 丈 博

デジタル推進課長 甲 斐 慎一郎

生 活 ・ 協 働 ・
牛ノ濱 和 秀

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 西 丸 日出男

みやざき文化振興課長 堀 尚 子

人権同和対策課長 中 村 洋 介

国 ス ポ ･ 障 ス ポ 準 備 課 長 塩 田 康 一

競技力向上推進課長 岩 切 正 義

総務部

総 務 部 長 吉 村 達 也

危機管理統括監 横 山 直 樹

令和５年９月21日(木)
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総 務 部 次 長
大 東 収

（総務･市町村担当）

総 務 部 次 長
川 端 輝 治

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
渡 邉 世津子

兼危機管理課長

総 務 課 長 黒 岩 賢 二

人 事 課 長 那 須 隆 輝

行政改革推進室長 徳 松 一 豊

部参事兼財政課長 高 妻 克 明

財産総合管理課長 鬼 塚 保 行

税 務 課 長 蛯 原 真 治

市 町 村 課 長 池 田 幸 優

総務事務センター課長 清 藤 荘 八

消 防 保 安 課 長 寺 田 健 一

事務局職員出席者

議事課主任主事 木 村 結

政策調査課主任主事 髙 山 紘 行

○山下委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、御覧のとおりであり

ますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、議案第４号に対する人事委員会の意見

についてであります。

お手元に配付している資料を御覧ください。

これは、地方公務員法第５条第２項の規定に基

づき、議会は人事委員会の意見を聞くこととなっ

ており、その回答でありますので、参考にお配

りしております。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時２分休憩

午前10時６分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

本日の委員会に６名の傍聴の申出がありまし

たので、これを認めることといたしました。

傍聴される皆様にお願いいたします。傍聴人

は受付の際にお渡ししました傍聴人の守るべき

事項にありますとおり、声を出したり拍手をし

たりすることはできません。当委員会の審査を

円滑に進めるため、静かに傍聴してください。

また、傍聴に関する指示には速やかに従ってい

ただくようお願いいたします。

それでは、当委員会に付託された議案等につ

いて、部長の概要説明を求めます。

○重黒木総合政策部長 総合政策部でございま

す。本日もどうぞ、よろしくお願いいたします。

それではまず初めに、説明に入ります前に、

２点お礼を申し上げます。

まず１点目でございますけれども、令和９年

度に開催予定の国スポ・障スポに向けて整備を

進めておりました新宮崎県体育館─アスリー

トタウン延岡アリーナのサブアリーナが供用開

始となりました。８月20日に行われましたオー

プニングセレモニーにつきましては、濵砂議長、

山下委員長をはじめ、県議会の皆様には多数御

出席いただきました。誠にありがとうございま

す。

今後、新体育館が、県北地域における「スポ

ーツランドみやざき」の新たな拠点となるよう

しっかり活用してまいりますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

２点目が、今月13日に開催いたしました特別

令和５年９月21日(木)
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国民体育大会宮崎県選手団結団壮行式について

であります。こちらにつきましても、濵砂議長

と山下委員長に御出席いただき、選手団に熱い

激励をいただきました。本当にありがとうござ

いました。

引き続き、宮崎国スポでの天皇杯獲得に向け

ての競技力向上や、開催に向けた準備にしっか

り取り組んでまいります。県議会の皆様の御理

解と御協力につきまして、引き続きよろしくお

願いいたします。

それでは、本日の委員会で御審議をお願いし

ております議案等の内容について説明いたしま

す。

委員会資料の２ページ、目次を御覧いただけ

ますでしょうか。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第１号「令和５年度宮崎県一般

会計補正予算（第３号）」でございます。

資料の３ページを御覧ください。

補正予算案の概要でございますけれども、総

合政策部の令和５年度９月補正額は、一般会計

の表の右下の合計欄に記載しておりますとお

り、340万8,000円の増額補正をお願いしており

ます。この結果、一般会計と特別会計を合わせ

た総合政策部の予算額は、ページの右下にあり

ますとおり、308億6,986万3,000円となります。

増額補正の中身につきましては、後ほど担当

課長から説明をさせます。

続きまして、４ページを御覧ください。

債務負担行為でございます。

表にあります２つの事業につきまして、追加

をお願いするものであります。いずれも、県有

スポーツ施設整備事業でありまして、上段のプ

ール整備運営事業につきましては、事業契約に

基づき、物価変動に伴う設計・建設に係る契約

金額の改定額が確定したことに伴い、今回追加

をお願いするものでございます。

その下のテニスコート改修工事につきまして

は、国民スポーツ大会に向けた施設整備のみな

らず、国際大会や全国規模の大会などが活用可

能な施設へ改修するため、今回追加をお願いす

るものでございます。

改修の内容につきましては、後ほど担当課長

から説明をさせます。

目次にお戻りください。

Ⅱの報告事項につきましては、県が出資して

いる法人等の経営状況について、それから、宮

崎県中山間地域振興計画に基づいて行った施策

について、この２件を報告させていただきます。

また、Ⅲのその他報告事項でございますけれ

ども、新しい「ゆたかさ」前進プログラム─

以前のアクションプランでございますけれども、

この政策評価結果、ほか３件について御説明さ

せていただきます。

こちらも、後ほど担当課長から説明いたしま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。

○山下委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○堀みやざき文化振興課長 みやざき文化振興

課の補正予算案について御説明いたします。

常任委員会資料の５ページを御覧ください。

みやざき文化振興課の補正予算につきまして

は、左から２列目の補正額にありますとおり、340

万8,000円の増額補正をお願いしております。

補正後の額につきましては、右から３列目、104

億8,864万円となっております。



- 4 -

令和５年９月21日(木)

補正の内容につきましては、６ページを御覧

ください。

上から５行目の（事項）宗教法人調査費の不

活動宗教法人対策事業でありますが、次の７ペ

ージの資料で内容を御説明いたします。

７ページを御覧ください。

不活動宗教法人対策事業であります。

予算額は340万8,000円で、財源は全額国費で

あります。

事業の目的ですが、県が所轄する宗教法人の

活動実態を調査・把握し、不活動法人と判断し

たものについて早期に不活動状態を解消するも

のです。

活動実態のない宗教法人を放置しますと、脱

税等に悪用されるおそれがありますことから、

国が対策を強化しており、本県でもこの動きを

受けて今回、事業実施に向け補正予算をお願い

するものです。

事業の概要ですが、（１）、事業内容にありま

すとおり、書面や現地調査等により不活動法人

の実態を調査し、不活動状態を解消することと

しております。

この不活動状態の解消につきましては、事業

概要の一番下に記載しておりますが、①任意解

散、②活動の継続、③合併、④解散命令による

解散のいずれかの形での解消を目指してまいり

ます。

（１）、事業内容に戻っていただきまして、県

所轄法人の状況ですが、県では、主たる事務所

が県内にある法人を所轄しておりまして、その

数は現在、1,207法人であります。このうち不活

動法人の疑いがあるものは105法人と見込んでお

りますが、これは、年１回県への報告が義務づ

けられている、役員名簿や財産目録などの書類

の提出がなく、活動実態が十分に把握できてい

ない法人などの数であります。

事業の仕組みは、県で実施し、成果指標につ

きましては、まず、所轄の宗教法人の活動状況

を把握し、不活動法人の疑いがある場合には、

個別の状況に応じて対応し、その状態の解消に

取り組んでまいります。

なお、事業期間は、令和５年度としておりま

すが、今年度の取組状況を見ながら、翌年度以

降の事業実施も検討してまいりたいと考えてお

ります。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 常任委員会資

料の８ページを御覧ください。

県有スポーツ施設整備事業（テニスコート改

修工事）について、債務負担行為の追加をお願

いしておりますので、御説明いたします。

まず、１の「事業の目的」であります。

国民スポーツ大会のテニス競技は、県総合運

動公園庭球場で実施予定でありますが、コート

の改修に当たりましては、国スポに向けた施設

整備のみならず、国際大会や合宿の拠点として

活用可能な施設への改修を行うものであります。

次に、２の「事業の概要」でありますが、２

つ目の丸の施設内容にありますとおり、ハード

コート24面、そのうち６面をインドアコートに

整備するとともに、国際水準である1,200ルクス

以上の照明設備の整備を計画しております。

工事概算額につきましては、屋外コートが約

６億円、インドアコートが約14億円、照明が約

３億円の合計約23億円を見込んでおります。

なお、米印にありますとおり、管理棟につき

ましては、老朽化が進んでいるため、再整備の

費用として来年度当初予算で、別途約３億円を

計上予定であります。

（２）、事業の仕組みとしまして、県で改修工

事を実施することとしており、年割額は、令和
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６年度が9.5億円、令和７年度が13.5億円を予定

しております。

なお、財源として、国の交付金や地方債の活

用を考えております。

９ページを御覧ください。

３の「テニスコート改修イメージ図」であり

ます。

県総合運動公園庭球場は、１列に６面のコー

トが並んでおり、全体で４列、24面のコートが

ありますが、Ａ・Ｂ・Ｃの全てを、砂入り人工

芝コートからハードコート化するとともに、Ａ

の６面にインドアコートを整備、また、ＡとＢ

の18面に国際水準の照明設備の整備を計画して

おります。

また、Ｂの下に接する部分に、新たに管理棟

を再整備することとしております。

10ページを御覧ください。

４の「改修工事スケジュール」であります。

左から右に時系列の流れを記載しております。

今年度は、工事等契約に向けた準備行為を行

いまして、令和６年度から令和７年度にかけて

設計・建設工事を行い、令和８年度には供用開

始できるよう計画しております。

５の「国スポ大会に向けた利活用」につきま

しては、天皇杯獲得に向けた練習や合宿・大会

での利用のほか、６の「国スポ大会後の利活用」

としまして、従来の県民等の利用に加えまして、

日本テニス協会等と連携した国際・全国規模の

大会や合宿の誘致等に関係部局と一体となって

取り組んでまいりたいと考えております。

なお、現在、ＪＯＣ認定競技別強化センター

として、東京にあるクレーコート１か所だけが

認定されておりますが、施設改修後に、本県が

ハードコートで認定されることにより、各種大

会や合宿等の本県誘致にはずみがつくものと考

えております。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○岩切委員 テニスコートについて確認させて

ください。

管理棟の改修をされるということでございま

す。レベルの高いテニスコートになる予定なの

で、選手層もハイレベルな方が多く来県するこ

とになると思うのですが、この管理棟は、例え

ば選手のウエアを交換したりするような場にな

るんでしょうか。それとも単純に施設管理のた

めの管理棟なんでしょうか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 今回計画して

いる管理棟の再整備につきましては、現在の管

理棟が50年近くたって、非常に老朽化が進んで

おりますし、狭いといった状況がありまして、

全面的な改修を考えております。その中で、更

衣室やシャワー室、あるいは休憩スペース、そ

ういったものも整備する予定となっております。

○岩切委員 了解しました。コートは十分だけ

れども、外で着替えるというわけにはいきませ

んので、それに選手層に見合った十分な管理棟

を御用意いただければと思いました。ありがと

うございました。

○川添委員 これは、国民スポーツ大会に向け

ての大切な準備工事だと思うんですが、国スポ

後も大きい大会等の誘致ができやすいというこ

とで収支状況も非常に期待が持てると思うんで

すけれども、テニスコートの現在の指定管理者

による今までの運営状況とか、参考のために、

もし分かれれば教えてください。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 現在の県の総

合運動公園庭球場の収支につきましては、教育

委員会のほうが所管をしておりますが、当課で

把握している範囲で申し上げますと、令和４年
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度の利用状況として、大体９万人の利用者がい

るということで、利用料で大体※90万円の収入を

得ていると伺っております。

○川添委員 分かりました。

○脇谷委員 不活動宗教法人対策事業なんです

けれども、まず、この宮崎県所轄法人の1,207法

人の内訳はどのような種類であるのかというパ

ーセンテージと、不活動法人疑いの105法人は、

そのうちのどのあたりなのかを教えてください。

○堀みやざき文化振興課長 御質問の県所轄法

人の内訳なんですけれども、実を言いますと、

この宗教法人の中には神社やお寺が多くを占め

ている状況にあります。その中で、神社本庁な

ど大きな統括機関のある神社などが多くを占め

ている状況でございます。その他、小さな宗教

法人、新興の宗教法人なども幾つかございます

けれども、大部分はそのような大きな神社です

とか、お寺の系列の法人になっております。

まだ不活動法人と確定したわけでもございま

せんので、不活動宗教法人がどれぐらいその中

にあるかというのは、ちょっとここでは申し上

げにくいところはございますが、県に年に１回

提出することとなっております提出書類の提出

がないですとか、連絡がなかなかつきにくいと

いう状況がございますので、今後その解消に向

けた対策を図ってまいりたいと考えております。

○脇谷委員 分かりました。この不活動状態を

解消するために、①～④とあるわけですが、職

員がいろいろ聞き取りをして、この４つに分け

られて、不活動状態を解消するんでしょうけれ

ども、これに関しては基準があるんでしょうか。

それとも提出書類があれば、継続しますとか、

合併しますという向こうの態度で、こちらは了

承するとするのでしょうか。

○堀みやざき文化振興課長 不活動状態の解消

としまして、①任意解散、②継続、③合併、④

解散命令による解散と記載しておりますけれど

も、このうちの②と③につきましては、今、委

員がおっしゃいましたとおり、書類の提出がな

かったけれども連絡が何とかついて、法人関係

者と協議をする中で、代表者を替える、あるい

はほかの宗教法人と合併するなどの形で活動を

継続していくと、そういったことになろうかと

思います。

①につきましては、同じく法人との協議の中

で、このままでは活動は続けられないという状

況と法人側も判断し、こちら側もそのほうがよ

いだろうという結論に至った場合は、法人自ら

解散をしていただくという形になります。

最後の④につきましては、私どものほうから

裁判所に解散命令を請求し、裁判所から解散命

令を出していただくという形です。これは実態

が明らかでないですとか、少し難しいケースに

なってくるのではないかということで、今のと

ころは予測をしているところです。

○脇谷委員 分かりました。事業期間は令和５

年度ということですが、対応される職員の方々

が大変じゃないかと思うんですけれども、今後

の職員の増員とか、体制はどのようになってい

ますか。

○堀みやざき文化振興課長 令和５年度につき

ましては、まず、会計年度任用職員を１名雇用

しまして、書面での調査、あるいは現地に赴い

ての調査、そういったことをやっていこうと思っ

ております。

令和６年度以降につきましても、今年度の成

果を踏まえて継続を検討しているところなんで

すけれども、先ほど申し上げたとおり、解散命

令による解散などとなりますと、職員だけでは

※７ページに訂正発言あり
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少し難しいケースも多くなってくると思います。

そういった場合は、弁護士ですとか警察と連携

しながらになろうかと考えております。

○脇谷委員 業務が大変になろうかと思います

ので、職員の増員をよろしくお願いします。

○二見委員 今の関連で少し気になるのは、ふ

だんどういう管理をしているのかなんですよね。

今回、国の事業でこういうことに取り組むこと

になったわけですが、今まで不活動法人の疑い

がある情報自体は行政としても持っていたけれ

ども、それに対応できていなかったわけなので、

この事業が終わった後の県としての対応の在り

方とか、そういったところまで検討していく、

対応していくべきなんじゃないかなと思うんで

す。そこら辺の見通しは何か立てていらっしゃ

るんですか。

○堀みやざき文化振興課長 今、委員がおっしゃ

いましたとおり、これまでも年に１回県に提出

していただくことになっております書類の提出

が十分でない、あるいはなかなか連絡がつきに

くい法人というものは、実際のところあったわ

けでありますけれども、職員の体制なども整っ

ていないこともありまして、十分な対応ができ

ていなかったところはございます。今回のこの

不活動宗教法人対策事業を通じまして、こういっ

たケースにはこういう対応をする、こういった

ケースには解散命令に向けて動くなどといった

大きな対策方針を定めて、今後は提出書類がな

いなど、不活動状態の法人を放置するなどといっ

た対応がないように取り組んでまいりたいと考

えております。

○二見委員 １回出てこなかっただけじゃなく

て、数年追いかけて、３年出てこなかった場合

は現地に行くとか、何らかの基準を設けて、や

はり対応しなければたまっていくだけのことで

しょうから。それだけに取りかかっているわけ

でもないでしょうし、人員が足りないのも分か

るけれども、今回の事業をいい機会と捉えてしっ

かり対応していただければと思います。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 先ほどテニス

コートの利用料収入につきまして、90万円と申

し上げたのですが、900万円の間違いでありまし

たので、訂正させていただきます。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、次に、報告事項に関

する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○堀みやざき文化振興課長 地方自治法及び条

例に基づきまして県が出資している法人等の経

営状況について、御報告いたします。

資料が替わりまして、令和５年９月県議会定

例会提出報告書となります。こちらの19枚目、13

ページを御覧ください。

まず、公益財団法人宮崎県立芸術劇場につい

てであります。

初めに、令和４年度の事業報告書であります

が、１、事業概要については、県民の文化芸術

活動の拠点として、新型コロナウイルスの感染

拡大の影響を受けながらも、その役割を果たし

ていくよう、舞台芸術を中心とした多様な文化

事業を企画、実施するとともに、県民の文化芸

術活動に積極的に活用されるよう管理運営に努

めたところであります。

２の事業実績でありますが、まず、（１）の「県

立芸術劇場の指定管理業務」として、施設の供

用、維持管理を行い、事業費は、２億5,142

万6,000円となっております。貸館業務の入場者

数は19万7,035人であり、令和３年度と比較しま
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すと約７万人増えており、コロナ禍前に戻りつ

つあると考えております。

（２）は上の（１）以外の業務でありますが、

事業費は、３億9,070万8,000円となっておりま

す。

①の宮崎国際音楽祭につきましては、感染対

策を講じながらの開催となりましたが、入場者

数は１万3,771人となり、前年より約5,000人増

えております。そのほか、②、一般の公演事業

や③、当法人が独自に企画・実施する自主企画

制作公演事業、次の14ページにまいりまして、

④の舞台芸術の入門講座などを実施する教育普

及事業、⑤、県内各地に出かけて公演等を行う

芸術文化発信事業について、それぞれ事業実績

に記載の内容を実施し、いずれも前年度に比べ

入場者数が増えております。

次の15ページ以降の財務諸表は、説明が重複

いたしますので、出資法人等経営評価報告書で

御説明いたします。

資料の151枚目、ページ番号143ページを御覧

ください。

まず、一番上の概要の枠の中ほどですが、総

出資額は２億2,579万7,000円で、全額県の出資

となっております。

その下の枠の中、県関与の状況でありますが、

人的支援の右側の令和５年度の合計の欄、役員

数９人のうち、県退職者は２人で、うち常勤が

１人、非常勤が１人であります。合計の一番下、

職員数27人のうち、県からの派遣職員は１人、

県退職者は１人となっております。

すぐその下、財政支出等につきましては、令

和４年度は、県委託料が５億1,534万2,000円で、

その内容は、さらにその下の欄、主な県財政支

出の内容を御覧ください。

①、②、④が一番右側の「種別」にあります

ように、指定管理料であります。①が県立芸術

劇場の管理運営事業、②が国際音楽祭の開催・

準備事業、④が劇場が主催する舞台公演などの

県民文化振興事業となっております。

このほか、③大規模改修事業として、施設整

備の修繕等を実施しております。

次に、一番下の活動指標でありますが、①の

劇場稼働率、②の主催公演の入場者率、③の友

の会会員数は、新型コロナの影響等により、い

ずれも目標値を下回っております。

このうち、②の入場者率及び③の友の会会員

数については、令和４年度と比較すると上昇し

ておりまして、改善が見られる状況にあります。

次の144ページを御覧ください。

財務状況でありますが、まず、左側の正味財

産増減計算書の令和４年度の列を御覧ください。

経常収益は７億4,039万4,000円、その下の経

常費用は７億8,637万7,000円で、当期経常増減

額は4,598万4,000円の赤字となっております。

主な理由としましては、宮崎国際音楽祭を含

む公演全体について、コロナ禍においても質の

高い文化芸術を県民に提供するため、内容の充

実を図り、感染対策を行いながら事業を実施い

たしましたが、入場者数がコロナ前の数までの

回復には至らなかったことなどであります。

その下の一般正味財産期末残高は、１億8,335

万4,000円、指定正味財産期末残高は、２億2,584

万7,000円となっており、この結果、一番下の正

味財産期末残高は、これらを合わせて４億920

万1,000円となっております。

続きまして、右側の貸借対照表の令和４年度

の列を御覧ください。

資産は、５億4,137万7,000円、３つ下の負債

は、１億3,217万6,000円であり、資産から負債

を差し引いた正味財産は、４億920万1,000円で



- 9 -

令和５年９月21日(木)

あります。

次に、その下の財務指標であります。

①の管理費比率は、目標値の51％に対しまし

て、実績値は56.7％となっており、新型コロナ

の影響により、いずれも目標値は達成できなかっ

たものの、前年度に比べ改善してきております。

次に、直近の県監査の状況でございますが、

昨年度の定期監査において、指摘事項等はござ

いませんでした。

総合評価の欄の右側、県の評価についてであ

ります。

令和４年度は徹底した感染防止対策を実施の

上、計画していた自主事業を全て実施すること

ができており、活動内容はいずれの項目も目標

値には届かなかったものの、令和３年度と比較

すると全体的に目標値に近づいてきております。

財務内容につきましては、自主事業の公演を

全て予定どおり実施しましたことから、入場者

数も増加し、いずれの指標も目標値に近づいて

おりますが、達成はできておりません。

コロナ禍を考慮するとやむを得ない面はあり

ますが、収支バランスを保ちながら、公益性の

高い事業を実施していく必要があります。

なお、組織運営については、問題なく行われ

ております。

このため、下の「評価」につきましては、活

動内容がＢ、財務内容がＢ、組織運営について

はＡとしたところです。

最後に、資料の24枚目、ページ番号の18ペー

ジにお戻りいただけますでしょうか。

令和５年度の事業計画について、御説明いた

します。

基本方針のとおり、劇場は、今後とも本県の

文化芸術活動の拠点として、多様な文化事業を

企画・実施することとしておりますが、本年８

月から来年にかけまして、大規模改修工事のた

め、休館しております。この期間は、各市町村

や公立文化施設と連携し、県内各地で公演を行

い、県民の皆様に広く文化芸術に親しむ機会を

提供してまいります。

公益財団法人宮崎県立劇場の説明は以上とな

ります。

続きまして、資料の149枚目、ページ番号で141

ページを御覧ください。

公益財団法人宮崎県私学振興会の経営状況で

あります。

総出資額は、４億2,583万8,000円、このうち

県出資額は、１億9,675万5,000円で、県出資比

率は46.2％であります。

私学振興会は、設立目的にありますように、

県内の私立学校が相互に連携・協調して、私立

学校教育の充実及び振興を図るための事業を行

い、本県教育文化の高揚に資することとしてお

ります。

次に、県関与の状況であります。

まず、人的支援ですが、右側の令和５年度の

合計の欄ですが、役員数11人のうち、県職員は

非常勤が１人、県退職者が１人、また、職員数

３人で、全てプロパー職員であります。

なお、現在はこのほか非常勤職員２名を雇用

しており、５人体制で事務を行っております。

財政支出等ですが、令和４年度は県補助金

が8,398万7,000円となっております。

内容としましては、その下の欄にありますと

おり、①、私立学校の設置者及び教職員の資質

向上のための研修事業に対する補助金、②、私

立学校教職員等の退職手当資金の基金造成に対

する補助金であります。

その下、当法人の実施事業でありますが、①

の、先ほど御説明しました研修事業をはじめ、



- 10 -

令和５年９月21日(木)

②、魅力ある学校づくり事業として、各学校が

行う外国人講師の招致や教育設備の購入費に対

する助成などを行っております。

一番下の活動指標につきましては、①、研修

参加者満足度は、実績値93.1％で、目標値をや

や下回っておりますが、②、魅力ある学校づく

り助成利用件数は、実績値16件で、目標値を超

えております。

次の142ページを御覧ください。

財務状況については、左側の正味財産増減計

算書の令和４年度でありますが、経常収益は７

億1,985万2,000円で、これは私立学校教職員の

退職金のための学校法人からの負担金が主なも

のであります。

その下の経常費用は７億2,098万3,000円で、

これは退職金の支出が主なものになりまして、

当期経常増減額はマイナス113万円であります。

経常外の収益・費用はございませんので、下

から５つ目の一般正味財産期末残高は1,947

万2,000円となります。

また、下から２つ目の指定正味財産期末残高

は、総出資額と同額の４億2,583万8,000円であ

り、一番下の正味財産期末残高は、合わせて４

億4,531万円となります。

次に、右側の貸借対照表の令和４年度を御覧

ください。

一番上の資産は、59億6,140万1,000円で、主

なものは教職員の退職金の基金であります。

負債は、55億1,609万1,000円であり、その３

つ下の正味財産は、４億4,531万円となっており

ます。

次に、その下の財務指標ですが、①の自己収

入比率は、実績値が5.9％で、基本財産運用益の

減少に伴い、達成度は59％にとどまりましたが、

②の管理費額は、実績値2,911万1,000円で、目

標を達成しております。

次の直近の県監査の状況につきましては、昨

年度監査が実施されておりませんので、該当は

ございません。

最後に、総合評価の右側、県の評価について

であります。

研修事業については、コロナ禍や教育ニーズ

の多様化など、社会情勢が変化する中、アンケ

ート等によりニーズ把握に努め、ニーズに沿っ

た研修を実施しており、活動内容は評価できる

ものとなっております。

財務面でも一定の評価ができ、組織運営につ

いても良好と認められますので、評価につきま

しては、活動内容はＢ、財務内容はＢ、組織運

営はＡとしたところであります。

○湯地中山間・地域政策課長 宮崎県中山間地

域振興計画に基づいて行った主な施策（令和４

年度）について御説明いたします。

委員会資料の11ページを御覧ください。

中山間地域振興計画につきましては、６月の

議会で、令和５年度から８年度までを計画期間

とする第４期の計画を議決いただいたところで

すが、今回の報告は、令和元年度から令和４年

度までの第３期の計画の最終年度に当たります

令和４年度に実施した施策について、中山間地

域振興条例の規定に基づき報告するものであり

ます。

報告内容は、別冊資料としてお配りしており

ます「令和５年９月県議会定例会提出報告書」

に記載しているところですが、分野が多岐にわ

たり、分量も多いことから、主な内容について

委員会資料で説明させていただきます。

改めて、11ページを御覧ください。

１の施策の実施状況の（１）の目指す将来像

についてですが、「人口減少下においても、将来



- 11 -

令和５年９月21日(木)

にわたって安心して住み続けられるよう、「ひ

と」、「くらし」、「なりわい」の維持・確保に取

り組みながら、創意工夫により地域が一体となっ

て、長年にわたって築いてきた固有の文化や歴

史を引き継いでいける中山間地域」としており

ます。

資料の12ページを御覧ください。

（３）の重点施策についてですが、①～③の

とおり、移住など人を呼び込む施策などに取り

組む「ひと」、集落のネットワーク化など地域の

セーフティネット構築に取り組む「くらし」、

担い手確保や地域資源を生かした産業振興など

に取り組む「なりわい」の３つを施策の柱とし

て各種取組を実施しているところであります。

資料の13ページを御覧ください。

２の主な実施施策・目標指標の達成状況（抜

粋）ということで、ここからが令和４年度に取

り組んだ主な施策となります。

まず、「ひと」についてであります。

①の戦略的な移住・定住の促進につきまして

は、全国４か所の宮崎ひなた暮らしＵＩＪター

ンセンターにおける相談対応のほか、ホームペ

ージ等での情報発信や移住セミナーの実施、市

町村が行う空き家の利活用等への支援に取り組

みました。

②の地域を担う次世代の育成につきましては、

まず、アの「子育て支援等の充実」では、「未来

みやざき子育て県民運動」の推進による機運の

醸成や地域の子育て支援体制の強化、安心して

結婚、出産できる環境の整備などを、イの「教

育環境の整備等」では、県内６か所の地区生徒

寮の運営やへき地育英資金の貸与等を行いまし

た。さらに、ウの「ふるさとへの愛着、県内で

働く魅力の発信」では、ふるさと学習や体験活

動など、ふるさとへの誇りや愛着を育む取組を

行ったほか、就職に関する総合情報サイト「ア

オ活」での情報発信や、高校生及び大学生を対

象としたＩＴ関連のオンライン講座や就職支援

に取り組みました。

続いて、資料の14ページを御覧ください。

③の外部人財の活力の取り込みにつきまして

は、中山間盛り上げ隊による集落活動等への支

援と交流促進や、首都圏在住の若者等を対象に

本県での仕事や暮らしの魅力を発信する交流イ

ベントの開催、さらにリモートワークとサーフィ

ンやアウトドアなどをセットにした短期滞在型

の体験プログラムを実施しました。

その下の表が、関連する目標指標の達成状況

です。

左から２つ目の設定エリアの欄に、ローマ数

字の記載がありますが、下の欄外に記載のとお

り、Ⅰが条例上の中山間地域に該当する地域、

これは川南町、高鍋町、新富町を除く23市町村

の実績となります。Ⅱが市町村全域が中山間地

域となっている18の市町村の実績、Ⅲが県内全

域の実績をまとめたものとなります。

「ひと」に関する目標指標の達成状況のうち、

一番下の中山間盛り上げ隊の派遣人数の実績値

が目標値と乖離している理由としましては、新

型コロナの影響により約６か月の派遣停止の期

間があったことや、集落からの依頼が減少した

ことによるものであります。

続きまして、資料の15ページを御覧ください。

次に、（２）、「くらし」、宮崎ひなた生活圏づ

くりについてであります。

①の、多様な主体の参画・住民との協働につ

きましては、小林市の三松地区や門川町の三ケ

瀬地区で、地域住民が地域課題を共有し、将来

に向けた取組について話し合うワークショップ

の開催を支援したほか、椎葉村の栂尾地区の交
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流拠点となる施設整備に要する経費の補助を行

いました。

②の、生活を支える機能の維持と連結につき

ましては、高齢者のボランティア輸送、買物支

援など日常生活に必要なサービス等の維持・確

保に関する先進的な取組を「宮崎ひなた生活圏

づくり通信」を通して情報発信するとともに、

補助金など活用できる各種事業について市町村

へ情報提供を行いました。

③の医療・介護の確保と地域で支え合う仕組

みづくりにつきましては、へき地診療所の出張

診療等や、ドクターヘリの運行支援のほか、介

護人材の確保に向けた取組を行いました。

④の地域公共交通の確保につきましては、広

域的・幹線的バス路線を維持するため、市町村

やバス事業者に対して、補助を行いました。

⑤の防災・減災のための体制づくりにつきま

しては、防災士の資格取得促進や自主防災組織

への補助を行いました。

資料の16ページを御覧ください。

「くらし」に関する目標指標の達成状況のう

ち、上から２番目の「新たに生活支援サービス

に取り組む地域運営組織等の数」が19組織となっ

ておりますが、具体例としては、地域で立ち上

げた協議会等による乗合タクシーの運行や高齢

者向け配食サービスなどがございます。

続きまして、資料の17ページを御覧ください。

最後に、（３）、「なりわい」についてであり

ます。

①の担い手の確保につきましては、就農希望

者に対する相談会等の開催や、みやざき林業大

学校等における就業に向けた研修等により、担

い手の確保を行ったほか、後継者人材バンクを

活用した事業承継支援を行いました。

②の時代に合った経営形態の創出につきまし

ては、高齢化や担い手不足など地域農業の課題

に対応する「地域営農システム」の展開や地域

計画の策定を進めるため、研修会や意見交換会

を実施しました。

また、新たなビジネスモデルに挑戦し、環境

変化に柔軟に対応できる企業を育成するため、

「宮崎県次世代リーディング企業」を６社認定

し、外部専門家による伴走支援を行いました。

③の地域資源を生かした稼ぐ力の向上につき

ましては、農商工連携や６次産業化のさらなる

推進を図るため、研修会の開催や専門家派遣等

による支援に取り組むとともに、高千穂郷・椎

葉山地域世界農業遺産等の地域資源ブランドの

認知度向上を図るため、各種メディアやイベン

トにおける情報発信等を強化しました。

④の里地里山の保全につきましては、伐採後

の速やかな再造林を実施し、災害に強い森林づ

くりを推進するとともに、県南地域や県北の祖

母傾山地域において、鹿の適切な捕獲を行いま

した。

続きまして、資料の18ページを御覧ください。

⑤の新しい技術や手法の導入につきましては、

美郷町の養護老人ホームにローカル５Ｇ環境を

構築し、アバターロボットを用いた遠隔面会や

訪問、健康観察等の実証事業を実施したほか、

物流・林業分野において、ドローン活用に関す

る実証実験等を行いました。

⑥の集落ぐるみのなりわい維持としまして、

集落の活性化等を促進するため、研修交流会を

県内２か所で実施したほか、伝統芸能等の保存

・伝承活動を推進するため、「みやざきの神楽連

絡協議会」等の開催や、民族芸能保存団体への

助成等を行いました。

下の「なりわい」に関する目標指標の達成状

況のうち、上から３番目の経営管理権設定森林
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面積についてですが、目標値と実績値に大きな

乖離が生じております。

理由としては、目標値を定めた時点では森林

経営管理制度の問題点─具体的には、市町村

の多くで、制度の実施体制が構築されておらず、

意向調査が進まない、森林の境界が明確でなく、

対象森林の選定や所有者情報の把握に時間を要

するなどの実態把握が困難であったという事情

がございます。

最後に、繰り返しとなりますが、中山間地域

は担い手の不足に加え、買物、交通、医療、福

祉など生活に必要な機能・サービスの確保が困

難になりつつあるなど、様々な課題を抱えてお

り、県におきましては、これまで全庁を挙げて、

中山間地域対策を進めてまいりました。

こうした中、最近では、県外からの移住者の

増加に加え、委員の皆様も一度は視察されたこ

とがあると思いますが、ＮＰＯ法人東米良創生

会や酒谷むらおこし株式会社など、自主性の高

い地域運営組織のモデルとなるケースも複数出

てきており、県内に新たな人の流れや地域課題

解決に向けた取組が広まりつつあります。

我々としましても、このような動きに拍車が

かかるよう、新たな計画の下で５年後、10年後

の将来に向けて、引き続き、市町村と連携して

中山間地域の振興に取り組んでまいります。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

○福田副委員長 委員会資料の13ページ、「ひと」

の「戦略的な移住・定住の促進」の、全国４か

所の宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンにおける相

談対応で、移住相談が1,539件とあるんですけれ

ども、この内訳は何か整理されているのですか。

○湯地中山間・地域政策課長 基本的には、移

住したいという方の相談で、例えば宮崎での暮

らしとかについては、御説明いたします。あと、

移住相談の後に就職相談と書いてあるのですが、

宮崎で実際に働く場所を確保したいということ

であれば就職相談ということで別途また受けて

いるという状況であります。

○福田副委員長 例えば実際にどういうところ

に住みたいんだという、その本気度といいます

か、何か基準でもつけて把握しておくと後で案

内しやすいのかなと思ったんですけれども、そ

んなのはされていないですか。

○湯地中山間・地域政策課長 そこまでは分け

ていないのですが、例えばこの移住相談の中で、

山の暮らしがしたいとか、海の暮らしがしたい

というのがあれば、それに見合った市町村の相

談窓口を紹介するという形で対応しております。

○福田副委員長 それはいいと思います。そう

されたほうがもっと具体的に引っ張っていける

と思います。

次に、委員会資料17ページで、宮崎県次世代

リーディング企業６社とあるんですが、この６

社というのはどういうところだったのですか。

○湯地中山間・地域政策課長 これは商工観光

労働部でされているんですけれども、令和４年

８月に６社認定ということで、例えば、串間市

の株式会社くしまアオイファームとか、日向市

の株式会社グローバル・クリーン、あと宮崎市

だと株式会社ワン・ステップという物品賃貸業、

子供たちが遊ぶ、ふわふわ遊具といったものの

貸出しをやっている企業です。

将来的に有望な企業について、リーディング

カンパニーとして認定したと聞いております。

○脇谷委員 中山間地域においては、国のデジ

タル田園都市国家構想の５Ｇなど、本当に活用

していただきたいんですけれども、今回、ロー

カル５Ｇやアバターロボットやドローン活用の
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実証実験をされたということで、どのような結

果が得られたのか教えてください。

○甲斐デジタル推進課長 こちらは、県北の企

業と美郷町が組んで、養護老人ホームで実証実

験を行いました。コロナ禍ということもありま

して、御家族との面会がなかなか難しいという

ことで、ローカル５Ｇを使ってやってみたので

すが、利用された方には非常に好評ではあった

んですけれども、やはりローカル５Ｇはかなり

コストがかかるということもありまして、これ

を継続的にやるとなると施設だけではかなり厳

しいという状況がございましたので、もう少し

コストダウンが図れるような方向を模索するこ

とが必要かなと感じたところでございました。

○坂本委員 宮崎県立芸術劇場の経営評価のと

ころで一つお伺いします。

新年度以降の活動指標が示されておりますけ

れども、今、大規模改修工事を行われています

が、実際の利用可能日数というのは、例えば今

年度はどれぐらいあるんでしょうか。

○堀みやざき文化振興課長 宮崎県立芸術劇場

は、今年度は４月から７月末まで営業しており

ましたけれども、８月１日から休館となってお

りますので、４か月間だけの稼働となっており

ます。日数については、今手元に資料がござい

ませんけれども、そのような状況であります。

○坂本委員 ちなみに、次年度のいつまででし

たっけ。

○堀みやざき文化振興課長 令和６年の12月ま

でが工期となっております。工事終了後、令和

７年の春頃にリニューアルオープンしたいとこ

ろなんですけれども、実際の工事の進捗ですと

か、整備が不十分なところがあれば、その調整

が必要となりますので、リニューアルオープン

の正確な時期は未定となっております。

○坂本委員 目標値が示してありますが、実質

的には、今年度、それから次年度もあまり稼働

はしないという、稼働できる日にちがないと理

解していいですね。

○堀みやざき文化振興課長 そうですね。令和

６年度につきましては、稼働日数はかなり少な

いと考えておりますが、この稼働率は、稼働が

可能な日数を分母にしておりますので、この分

母自体が令和６年度は非常に小さい数字になる

のかなと考えております。

○二見委員 委員会資料17ページの「里地里山

保全」について、伐採後の速やかな再造林を1,068

ヘクタールされたということなんですけれども、

伐採面積はどれくらいだったんでしょうか。

県内全体として見ていくと大体８割方、今再

造林できているようなんだけれども、ここで載

せているその1,068ヘクタールというのは、どう

いうふうに受け止めればいいのかなと。また、

再造林できているところとできていないところ、

地域差もあったりするわけなんですよね。そこ

まで踏まえた上で、里地里山保全の対策という

か、取組も考えていかなければならないと思う

ものだから、そこをお伺いしているところです。

○湯地中山間・地域政策課長 全体の面積とい

うのは把握していないんですが、先ほどおっ

しゃったとおり、主伐面積としては、大体80％

達成─主伐面積が2,829ヘクタールで、再造林

面積としては、大体2,100ヘクタールという形

で、80％ぐらいは達成されているんですけれど

も、元の数字がどのくらいかというのは、今、

データとしては持っておりません。

○二見委員 やっぱり地域、地形とかそういっ

たものによって、その数字が表現してくる意味

が違うんですよね。この中山間地域振興計画に

おける再造林が速やかにされた─実際に大変
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なところでこれだけ実施したというのは大変な

ことだとは思うんですけれども、実際県内で伐

採された中でどれぐらいの面積なのか、そういっ

たところまで把握しながら我々は対策を考えて

いかなければならないので、できればそこまで、

今後、数字というか、現状を把握するために必

要なデータを押さえていってほしいなと、要望

させていただければと思います。

○岩切委員 委員会資料13ページの「戦略的な

移住・定住の促進」の件なんですが、都城市の

ように積極的に予算を振り向けてたくさんの移

住者を呼び込もうとしていらっしゃる体力のあ

る自治体と、なかなかそういう資金的な準備も

提示できない市町村とあるんですが、県として

この戦略的な移住・定住ということで相談対応

するのに、相談者のサイドから都城市がいいと

いう話になってくれば都城市の紹介ができると

思うんですが、宮崎県でという話になってきた

ときの対応とかは難しくなっているんじゃない

かなと思うんですけれども、そういう市町村間

のバランスの問題とかをどのようにこれから克

服していかれるおつもりなのかをお聞かせいた

だきたいです。

○湯地中山間・地域政策課長 今お尋ねの件は、

移住支援金の関係だと思うんですけれども、移

住支援金自体は、宮崎県は全国的にもかなり力

を入れていまして、移住を促進する上で非常に

効果的であるとは考えております。ただ、今回、

都城市のように、県が想定していた以上にかな

りの予算を投入されているところもあるんです

が、県全体としていうと、多分これで移住者は

増えていくだろうなというのがまず一つ、いい

点だと思っています。ただ、例えば県内で地域

間競争みたいな形になることに関しては、あま

りそういった形にならないほうがいいかなとは

思っておりまして、できれば都市部から宮崎県

内に来ていただくことについては、どんどんやっ

ていきたいと思っています。例えば、県内の別

の市町村から都城市に移住してしまうとか、そ

ういったケースも出てくると思うんですが、そ

れとは別に、県全体としては、できるだけ県外

の大都市圏から移住者をどんどん呼び込むよう

な形にしていきたいとは思っています。

○岩切委員 今大きなポイントがあったと思う

んですけれども、家族４人の家庭で500万円とか

いう数字が躍って、現実に都城市に県内から移

動している方がいらっしゃるという話を聞くん

です。お隣の三股町との町境を挟んで移動され

る方の話も、うわさのレベルですが、伺います。

それを県内の地域間競争と一くくりにすれば、

それを問題視するかどうかの議論は大きなポイ

ントになると思うんです。それはもうしようが

ない、あり得るものとして、同時に活発な地域

間競争の中のエネルギーでもって県外からも呼

び込む方法に持っていくか、県内での移動は

ちょっと勘弁してくださいという立場で、県外

からだけ来てくださいとすることは非常に難し

いと思うんですが、そのあたりの戦略的な部分

を知りたかったんですけれども、いかがでしょ

うか。

○湯地中山間・地域政策課長 県独自の移住支

援金については、もともと、全国どの都道府県

から来ても対象にしていたのを、今回、令和５

年度から、大都市圏、東京圏、大阪圏、名古屋

圏、福岡県としました。その理由の一つとして

は、例えば、全国から来た人に移住支援金をお

渡ししているケースで、お隣の鹿児島県とか熊

本県から移住してきている人も結構おりまして、

地方でいわゆる移住者の取り合いみたいな形に

なるのがあまり好ましくないということで、大
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都市圏に限ったところです。

全国的には都市圏から地方への移住を促して

いくという流れがあるので、県全体で、そういっ

たところに力を入れていきたいと思っています。

ただ、今回、仮に県内で地域間競争的なことが

起こっている状況があったとしても、それはそ

れぞれの市町村の考え方があると思いますので、

こちらが否定するとか、そういうことは全然考

えていませんが、できれば県外からいろんなと

ころに人が来られるような形になっていけばい

いなと、そこのところだけはぜひ、県としては

やっていきたいと思っています。

○岩切委員 分かりました。まだふわふわした

ものを感じますので、今回、都城市は大きな数

字を打ち出して呼び込もうとされていらっしゃ

るんですが、それが県全体のエネルギーになる

か、宮崎県内における市町村間のバランスを欠

く問題になっていくのか、それを県としてどう

見るのかというところをもう少しきちんと整理

されたほうが─数か月後、数年後にバランス

を欠くよねという話だけが表に出てくるのか、

都城市を先頭に宮崎県は頑張っていくという姿

勢でもいいだろうと思うんです。そのあたりの

戦略がかちっとしていないなとは感じましたの

で、御議論を重ねていただけたらと思います

○二見委員 関連して。非常に地元としては複

雑な心境ではあるんですけれども、今、実際に

県から各市町村にこういうふうにしていきま

しょうという働きかけ自体はやっていないんで

すよね。都城市も大都市圏から引っ張ってきた

いという思いでやっているのが基本であって、

都城市の中にも人口が減少している中山間地域

もあるので、移住支援金を満額出しているとこ

ろはそういう中山間地域への移住で、町部に近

いところは減額しているということもあったり

するものだから。少なくとも26市町村にこの移

住支援の内容について、何か統一的な見解を出

しているわけではないんですか。

○湯地中山間・地域政策課長 基本的に、市町

村に対しては、移住・定住対策を一生懸命、県

と一緒になって頑張りましょうとお伝えしてい

るんですが、その支援金の額とかについては、

こちらからは何もお話はしていなくて、都城市

は市独自で努力されている部分も確かにあるの

で、簡単にこれがいいとか悪いとか、私自身は

言えない状況かなと思っております。

○二見委員 私が聞きたいのは、県としての方

針です。今、県は大都市圏、東京圏、大阪圏、

名古屋圏、福岡県、そういったところを中心に

やっていきたいという思いがある。県内の市町

村も移住に取り組んでいますが、温度差がある

のであれば、そういったアピール、広報などに

ついてはまとまって動いていきましょうとか、

金額について調整できるところはしていこう、

できないところはそれぞれでやっていこうとか、

取組の整理をした上で、またターゲットの地域

を絞ってやっていくのであれば、この間も市町

村と都道府県との関係についてちょっと議論が

あったじゃないですか。あれも踏まえた上で、

県と市町村が一緒に取り組む協働のステージと

いうか、そういう場所が必要だと思うし、その

ためには県が動いていかなければならないと思

うんです。逆に、都城市はこうやってちょっと

アピールが飛び抜けてしまったら、一緒にしな

いほうがいいかもしれないですよね。一緒に広

報していたら、そこにばかり目が行って、ほか

のところにスポットが当たらなくなるんだった

ら、もうここは別枠をつくらないといけないと

か、そういう検討をしていかなければならない

し、やるべきだと思うんです。そこ辺の何か考
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え方というのはないでしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 今、移住支援金

のことだけをお話ししたんですけれども、実際、

移住支援金があるから移住したいという方ばか

りではなくて、例えば、本当に山間部の暮らし

を楽しんでいきたいとか、そういう方もいらっ

しゃるので、県としては、いろんな機会で市町

村と一緒に移住相談会をやったり、セミナーを

やったり、そういうことも取り組んでいますの

で、そういった面で市町村と一緒にやっていき

たいというところはございます。

○二見委員 もっと自信を持って言ってほしい

ですよね。都城市はちょっと生々しいところを

ばっと出してしまっているものだから。実はゆ

うべも、都城市はそれだけの移住支援金が出る

んでしょうと問合せが来て、うろ覚えだったか

らネットでダウンロードして、その資料を送っ

て、あとは向こうに問い合せてくださいと。そ

の人は福岡県の方だから安心してください。向

こうから来てくれれば、確実なプラスになりま

すから。しっかり頑張っていきましょう。

○川添委員 委員会資料の14ページですけれど

も、中山間盛り上げ隊の派遣人数が、目標値か

ら乖離しているんじゃないかなと思うんです。

市町村からの依頼がなかったということなんで

すけれども、私の認識不足もあるので、これは

どういう仕組みで、どうして市町村から依頼が

なかったのか。また一方で、移住者とか少し上

向いてきているところもあって、いろんな人材

がそれぞれ少しずつ増えてきている中で、今後

どうやって中山間盛り上げ隊を盛り上げていく

か、御説明いただければと思います。

○湯地中山間・地域政策課長 中山間盛り上げ

隊につきましては、例えば地域の祭りとか、草

刈りとか、そういうことを手伝ってほしいとい

う公募に、中山間盛り上げ隊のメンバーが応募

してくる形になるんですが、さっきコロナの影

響と御説明したんですけれども、例えば地域の

祭りそのものが中止になったりしたケースも結

構ございましたので、そういった意味で依頼そ

のものがなかったケースがございました。

また、今後どうしていきたいかですが、令和

５年度、10月以降になると思うんですが、地域

の方と中山間盛り上げ隊の方が直接やり取りで

きるようなマッチングサイトをつくって、今後

はその中でいろんな地域との交流、関係人口づ

くりをやっていきたいと思っていますので、そ

ういった関係人口として、ずっと地域に来てく

れるような形にしていきたいと思っています。

○川添委員 分かりました。

２つ目なんですけれども、委員会資料17ペー

ジ、③の「地域資源を生かした稼ぐ力の向上」

ですが、私は、特別委員会で西都市、西米良村、

椎葉村、高千穂町に、大学生のインターンシッ

プの皆さんと行きまして、中山間地域を結構見

させていただいたんですけれども、なりわいの

一つに観光資源もあると思います。高千穂町長

が宮交シティで世界農業遺産のイベントをされ

ていたときに、私も見学に行きまして、すばら

しい取組だなと思ったんですが、東米良創生会

とかもそうですけれども、いい取組があるんで

すが、発信が少し弱いというか、行ってみてい

いものはたくさんある、ポテンシャルもあるん

ですけれども、なかなかそれが広く伝わってい

ないことがすごく残念じゃないかなと思うんで

す。今後こういった観光資源も含めた稼ぐ力の

向上に取り組んでいくことについて、課長がど

んなふうに考えていらっしゃるのか、もし意見

があればお願いします。

○湯地中山間・地域政策課長 先ほどお話にあ
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りました高千穂郷・椎葉山とか、世界遺産とか、

県の関連でいうと、例えばユネスコエコパーク

とか、そういったものも地域資源ブランドとし

てございますので、その観光的な活用も、今、

実際に取り組んでいるところもあるんですが、

今後どうやったらそういう認知度が上がってい

くかは、それぞれ商工観光労働部や市町村と協

力していきたいなと思っております。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○中尾総合政策課長 委員会資料の19ページを

御覧ください。

新しい「ゆたかさ」前進プログラムの政策評

価結果について、御報告いたします。

まず、１、趣旨等でありますが、令和元年度

に策定いたしました宮崎県総合計画のアクショ

ンプランに掲げる重点施策につきまして、①と

②に記載の観点から、令和元年度から令和４年

度までの取組に係る評価を実施したものでござ

います。

次に、２の評価方法でありますが、評価は２

段階に分けて実施しており、まず（１）の内部

評価では、指標ごとに設定した目標値に対する

達成状況を定量的に評価しております。

（２）の外部評価は、総合計画審議会におい

て（１）の内部評価を参考に、新型コロナなど

の社会情勢による影響等も勘案して評価いただ

いたものであります。

なお、評価につきましては、２回の審議会を

経て、８月18日に知事へ答申がなされておりま

す。

20ページを御覧ください。

３、評価結果でありますが、ページ下の囲み

に示しておりますＡからＤまでの４段階で評価

いただいた結果、４年間の取組として、「成果が

出ている」とのＡ評価が１プログラム、「一定の

成果が出ている」とのＢ評価が４プログラムで

あり、全体としては一定の成果が出ているとの

評価をいただいております。

21ページから、プログラムごとの評価結果の

概要をまとめております。

まず、プログラム１、人口問題対応プログラ

ムはＢ評価であり、「プログラム全体としては一

定の成果が認められるものの、女性や若年層の

流出や合計特殊出生率の低下など課題へのより

踏み込んだ対応が必要である」との総括評価を

いただいたところであります。

プログラム２、産業成長・経済活性化プログ

ラムはＢ評価であり、「プログラム全体としては、

一定の成果が認められる。今後は、デジタル化

やグリーン化など世界・日本を取り巻く変化に

的確に対応し、本県の更なる産業成長につなげ

るとともに、これらを支える産業人材の育成・

確保や、新たなイノベーション創出等により、

国内外での競争力強化を図ることが求められる」

との総括評価をいただいたところであります。

22ページを御覧ください。

プログラム３、観光・スポーツ・文化振興プ

ログラムにつきましては、新型コロナの影響を

大きく受けたプログラムでありますが、一定の

成果が認められるとしてＢ評価とされました。

総括評価としまして、「新型コロナの影響もあ

り、指標の達成状況は必ずしも良好とは言えな

いものの、アフターコロナを見据えた取組が進

められてきたところであり、例えば、観光プロ

モーションや国際定期便・クルーズ船等の受入
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れ準備、各種スポーツ施設整備の推進などによ

る成果が、５類移行（令和５年度）後、着実に

現れている。これらのことから、プログラム全

体としては、一定の成果が認められる。今後は、

本県の強みを生かした観光分野の再生を加速さ

せるとともに、スポーツ・文化分野についても、

更なる環境整備や魅力発信につなげる必要があ

る」とされたところでございます。

プログラム４、生涯健康・活躍社会プログラ

ムはＢ評価であり、「プログラム全体としては一

定の成果が出ているものの、引き続き、医療・

福祉人材の確保・育成など福祉・医療の充実に

加え、貧困や孤立、自殺など困難を抱える人に

寄り添った対策の強化が急がれる」との総括評

価をいただいたところであります。

プログラム５、危機管理強化プログラムはＡ

評価でありまして、「プログラム全体として良い

成果が出ていると認められる。今後も、常在危

機の意識徹底を図り、あらゆる危機事象に強い

みやざきづくりを進めていくことが求められる」

との総括評価をいただいたところであります。

なお、評価結果の詳細につきましては、審議

会からの報告書を別冊資料１として配布してお

りますので、後ほど御覧ください。

今後につきましては、この評価結果とともに、

委員からいただきました御意見も踏まえながら、

本年６月に策定いたしました新たなアクション

プランに掲げる施策の推進に生かしてまいりた

いと考えております。

○佐野総合交通課長 続きまして、ローカル鉄

道の再構築について御説明いたします。

委員会資料の24ページを御覧ください。

まず、１の概要でありますが、人口減少やラ

イフスタイルの変化など、地域公共交通を取り

巻く環境が大きく変化する中、利用者数の少な

いローカル鉄道については、その維持が困難に

なりつつありますことから、国は地域公共交通

の活性化及び再生に関する法律等を４月に改正

し、関係者が望ましい在り方を議論し、再構築

していくための枠組みを整備いたしました。

次に、２の再構築のスキームについて御説明

いたします。

まず（１）の再構築協議会の設置であります

が、利用者数の少ないローカル鉄道について、

廃止ありき、存続ありきといった前提を置かず、

「上下分離方式等による鉄道維持」や「バスや

ＢＲＴ等への転換」などを議論するため、地方

公共団体または鉄道事業者の要請により国が再

構築協議会を設置いたします。

この協議会の対象は、２以上の都道府県にわ

たる線区等で輸送密度4,000人未満のものとなり

ますが、当面は、拠点都市間を特急列車が結ぶ

線区等は対象外とし、輸送密度1,000人未満の線

区を優先することとなっております。

参考としまして、県内鉄道の輸送密度を右の

表にまとめておりますが、この基準にのっとれ

ば、本県では、黄色に着色したＪＲ吉都線及び

日南線の油津－志布志間が協議会設置の優先対

象になるものと考えております。

なお、日南線田吉－油津間についても令和２

年度から４年度まで1,000人未満となっておりま

すが、これは新型コロナの影響によるものであ

り、令和元年度以前は1,000人を上回っています

ことから、優先対象となる可能性は低いものと

考えております。

また、肥薩線につきましては、令和２年７月

の熊本豪雨により八代－吉松間の全線が依然と

して運休となっており、現在、国と熊本県、沿

線自治体が中心となって今後の在り方について

検討を行っているところであり、その結果を踏
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まえ、対応していくことになると思われます。

次に、協議会の構成員につきましては、国、

地方公共団体、鉄道事業者、利用者、学識経験

者等となっており、地域の実情を踏まえ、設置

主体となる国が組織することとなります。

最後に、再構築に向けた協議を行う期間であ

りますが、協議会の設置から３年以内を目安と

しているところでございます。

次に、25ページを御覧ください。

（２）の調査・実証についてであります。

再構築協議会において、十分な議論を行うた

め、利用状況等のデータ分析やバス転換の検証

など、再構築に向けた各種調査・実証事業を実

施することとされており、国が費用の半分を支

援することとなっております。

次に、（３）の方針の決定でありますが、協議

会における調査・実証事業や議論を踏まえ、上

下分離方式等による鉄道の維持、バスやＢＲＴ

等への転換などの方針を決定し、再構築方針を

作成することとなっております。

そして、（４）の施設整備でございますが、再

構築方針に基づき、地方公共団体または民間事

業者が鉄道施設やバス施設の整備を行い、整備

費用について国が一部支援します。

補助対象につきましては、地方公共団体また

は地方公共団体の補助を受けた民間事業者が実

施する施設整備で、鉄道施設については、駅施

設、線路・電路設備などが、バス施設につきま

しては、停留所、車庫・営業所などが対象となっ

ております。

また、補助率は、地方公共団体が負担する費

用の２分の１となっております。

最後に、３の本県の対応でございますが、再

構築の優先対象と見込まれるＪＲ吉都線及び日

南線油津－志布志間につきましては、現在、国、

県、沿線自治体、ＪＲ九州が一体となって線路

活用の検討や各種利用促進策を実施していると

ころでございます。

また、日南線の油津－志布志間につきまして

は、災害発生件数が多く、利用者数も少ないこ

とから、独自に沿線自治体と勉強会を開き、他

県の取組事例について研究しているところであ

ります。

まずは、これらの取組を推進しつつ、並行し

て再構築に対するＪＲ九州や沿線自治体の考え

を十分に確認し、必要な対応を行ってまいりた

いと考えております。

○中村人権同和対策課長 常任委員会資料の26

ページを御覧ください。

宮崎県人権施策基本方針の骨子案について御

説明いたします。

まず、１、「方針の策定について」であります

が、この方針は、令和４年３月14日に施行され

ました宮崎県人権尊重の社会づくり条例に基づ

き、本県の人権施策の基本となる方針として策

定するものであります。

次に、２、「方針策定にあたっての基本的な考

え方」であります。

（１）にありますとおり、現在の人権教育・

啓発の基本方針である宮崎県人権教育・啓発推

進方針の基本的な考え方や施策等は踏襲するこ

ととしております。

また、（２）にありますとおり、宮崎県人権尊

重の社会づくり条例を踏まえ、方針の目標や施

策の方向等を定めることとしております。

さらに、（３）にありますとおり、昨年９月に

実施いたしました人権に関する県民意識調査の

結果や、最近の人権を取り巻く状況等を踏まえ、

内容の検討を行うこととしております。

次に、３、骨子案について御説明いたします。
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27ページを御覧ください。

まず、第１章「はじめに」では、方針策定の

趣旨、方針の性格、人権をめぐる国内外の状況

など、今回方針を策定することとなった背景や

人権に関する現状等について記載することとし

ております。

また、２の方針の目標としては、宮崎県人権

尊重の社会づくり条例を踏まえ、「お互いの人権

を尊重し合い、あらゆる差別を解消し、誰もが

自分らしく生きていける平和で豊かな社会の実

現」を予定しております。

次に、第２章「人権施策の推進」であります。

具体的な内容については、今後素案を作成す

る中で検討してまいりますが、現在の方針の内

容を踏まえ、１、人権意識の高揚を図るための

施策、２、相談支援体制の整備を定めることと

しております。

また、赤字で書いてあります３、人権の視点

に立った行政の推進については、宮崎県人権尊

重の社会づくり条例において、県の責務として、

「県行政のあらゆる分野において人権を尊重し、

人権施策を積極的に推進する」と定めているこ

とから、新たに記載することとしております。

次に、第３章「分野別施策の推進」につきま

しては、１、「女性」から13、「働く人の人権問

題」まで、13の分野について、それぞれの分野

別に施策の方向性等を記載することとしており

ますが、詳細については、今後、関係団体との

意見交換や、所管課との協議を踏まえて定める

予定であります。

なお、赤字で書いてあります、13、「働く人の

人権問題」については、昨年度実施しました人

権に関する県民意識調査の結果、県民の関心が

高く、実際にセクハラやパワハラ等のハラスメ

ントを受けたことがあるとの回答もあったため、

今回の方針から追加する予定であります。

第４章「方針の推進」につきましては、現在

の方針を踏まえ、「県の推進体制」、「国、市町

村との連携」、「民間団体との連携」、「施策の点

検及び方針の見直し」について定めることとし

ております。

28ページを御覧ください。

４の策定スケジュールについて説明いたしま

す。

今回策定する方針は、県議会の議決の対象に

なっておりますので、11月定例会の常任委員会

で素案を報告し、２月定例会に議案として提出

する予定であります。

また、基本方針の策定に当たっては、外部有

識者で構成する人権施策推進懇話会での検討や

関係団体からの意見聴取、パブリックコメント

を実施する予定であります。

○岩切競技力向上推進課長 委員会資料の29ペ

ージを御覧ください。

「国スポ・障スポ選手団ユニフォーム変更に

ついて」、御説明いたします。

選手団ユニフォームにつきましては、日本ス

ポーツ協会が定める国民体育大会ユニフォーム

規程において、大会の開会式や閉会式、並びに

表彰式等で着用することとなっております。

１の「変更を検討する理由・経緯」としまし

て、宮崎国スポ・障スポの開催を契機に、宮崎

らしいデザイン、機能性を充実させた新ユニフォ

ームに変更し、選手の士気向上や県全体の機運

醸成を図ること。

また、現在のユニフォームが作成から20年以

上経過しており、競技団体から見直しの要望が

あり、先催県の多くが大会の開催を機に見直し

を行っていることから、５月に開催しました県

競技力向上対策本部会議において、選手団ユニ
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フォームの変更について審議した結果、今年度、

変更に向けて作業を進めていくことに決定した

ところであります。

２の「今後のスケジュール（予定）」につきま

しては、県競技力向上対策本部におきまして、

今年度は、各競技団体からの意見聴取、ユニフォ

ームの仕様や選考基準について検討を進めた後、

企画提案競技によりデザインの選考と決定を行

い、令和６年度の５月に開催予定の競技力向上

対策本部会議において最終報告し、夏頃の発注

開始を予定しております。

また、選手団の着用につきましては、令和７

年度の滋賀国スポからを予定しております。

なお、参考としまして、一番下に現在の本県

及び昨年の開催県でありました栃木県のユニ

フォーム写真を載せております。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はありませんか。

○坂本委員 ローカル鉄道の再構築について、

何点か教えてください。

この再構築協議会の設置については、国が主

導すると考えていいんですか。

○佐野総合交通課長 この再構築協議会は、地

方自治体か運行事業者からの要請によって、国

が主体となって運営されます。

○坂本委員 その場合に「２以上の都道府県に

わたる線区等で」ということです。地方公共団

体ということは、県も関わると理解していいで

すか。

○佐野総合交通課長 はい。特に本県の場合、

吉都線と日南線の油津－志布志間は、両方とも

鹿児島県にまたがる広域的な路線になっており

ますので、こういったものを対象に─広域的

なものとなってくると、やはり国が間に入って

こないとなかなか調整が難しいというところも

あって、対象をそのようにしているものと考え

ております。

○坂本委員 今回、構成員の中に「利用者」が

入っていますけれども、一般の方から、こうい

う形になってくれると乗るのにという声は結構

よく聞くんですが、利用者を構成員に入れると

きの人選については、県も関わると考えてよろ

しいですか。

○佐野総合交通課長 内容については、また今

後、国に確認することになろうと思いますけれ

ども、当然、国としても、その人選については、

地元自治体には御相談等々を含めてあるだろう

と思っております。

○坂本委員 例えばですけれども、対象の路線

ではないんですが、今、県がサイクルツーリズ

ムに力を入れていますけれども、そういう利用

者の方たちからは、自転車のまま乗れるような

列車ができると、もっと活用の幅が広がるんだ

ろうなとか、そういった声を聞くんです。

今、通学・通勤で使われているケースもある

と思うんですけれども、そういう話をきっかけ

に、自転車のまま、学生とか、勤めに行く人た

ちが乗れば、レジャーだけではなく、日常にも

活用できることになるのかなとか、駅前の自転

車の駐輪場も減らすことができるのかなとか、

利用者のニーズをしっかり掘り下げていくと、

利用者の増加につながるようなアイデアも出て

くるのかなと最近少し考えているものですから、

この協議会の構成員を選定する際に、そういっ

た要素も含めながら考えていただけるといいか

なと思いまして、提案として申し上げました。

○佐野総合交通課長 ありがとうございます。

今回のこのスキームの中でも、再構築協議会を

設置して、徹底的に、今の利用状況、ある程度

把握はできていますけれども、調査をする。そ
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ういった中で、先ほど御提案があったようなサ

イクルトレイン的なものを導入すれば、利用者

が増えるんじゃないかとか、そういったところ

も地域公共交通再構築調査事業の中で実証事業

をやって、どれくらい効果が上がるかとか、そ

ういう取組も行うこととしております。

例えば、吉都線で要望が多いんですけれども、

朝の通学の７割は学生が利用しているので、あ

と１両増やしてくれれば、もう少し利用者が増

えるといったところも、この実証事業の中で実

態をつかみながら、最終的な方針に持っていく

のかなと考えているところでございます。

○川添委員 関連しまして、委員会資料24ペー

ジの表の、日南線の下から２番目の田吉－油津

区間は、令和４年度は1,000人未満ですが、ここ

は対象にはならないということですか。

○佐野総合交通課長 この法律改正前に、国に

おいては、有識者検討会等を含めて、ずっと議

論されてきたところでございますが、その中で

利用者数については、平時の利用者数を参考に

すべきだということで、ちょうどこの令和２年、

３年、４年は、コロナの影響を受けていた時期

の数字になりますので、対象になるのは令和元

年度の数字で、1,000人を超えていますので、私

どもとしては、こちらは対象にならないのでは

ないかと思っているところでございます。

○川添委員 分かりました。

令和元年度からの傾向でいきますと、この間

にコロナもあり、軒並み利用者が減少していま

す。この再構築協議会で協議していくと思うの

ですが、例えば、上下分離方式、バスやＢＲＴ

ということで、鉄道を利用される方を増やして

いく今後の方針といいますか、ほかにもいろい

ろな考えがあるのか。将来の展望について考え

があればお願いします。

○佐野総合交通課長 ここに書いてあるものだ

けじゃなく、本当にいろいろなやり方─基本

は、国においても言われているのは、こういう

上下分離方式だったり、バスやＢＲＴへの転換

がよくクローズアップされておりますけれども、

この地域の実情に本当に合った、例えば、この

路線を転換する必要があるなら、その一部だけ

でもいいじゃないかとか、いろいろな御意見等

もあると思いますので、この再構築協議会の中

でそういった知恵を出し合いながら、将来本当

に持続可能な、また、住民の皆さんにとって利

便性の上がる形をどうつくっていけるかといっ

たことを、今後、協議していくものと考えてお

ります。

○岩切委員 関連して、確認です。この再構築

協議会は地方公共団体または鉄道事業者からの

要請で国が設置するということですけれども、

宮崎県、また沿線自治体は、これを設置するこ

とを求めていくことが前提になっているのか、

鉄道事業者が当然設置を求めてくるだろうから、

対応をきちっとしていこうという方針での議論

なのか、そのあたりの考え方を教えてください。

○佐野総合交通課長 この両路線については、

先ほども御説明したんですけれども、既に令和

元年度から、線区検討委員会、各沿線自治体と、

国も含めて─途中コロナがありましたけれど

も、令和６年度までは、まずはいろいろなアイ

デアを出しながらしっかり利用促進に取り組ん

でいきましょうということで取り組んできてい

るところでございます。

そういった中にありますので、まず、そこを

本県としても沿線自治体としても、きちっとや

りたいと。沿線自治体と意見交換をしています

けれども、県なり、沿線自治体から、国に対し

て、この再構築協議会を要請することは、現時
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点においてはないと思っております。

ただ、国がこのような法律改正をして、10月

１日から施行となっておりますので、事業者で

あるＪＲ九州から国に対して要請される可能性

は高いと思っています。しかし、ＪＲ九州がい

きなり国に要請するというわけじゃなく、当然

私ども沿線自治体も含めて、きちっと御相談、

御説明があるものと思っております。

○岩切委員 分かりました。

ＪＲ九州としては、経営上の問題もあるので、

いずれ相談したいという腹はあるかもしれない

けれども、今は表明されていないのだとは思い

ます。調査・実証や施設整備等に補助があると

しても、沿線自治体からすれば、本当に維持可

能なのかという不安感を持ちながらのこの問題

だと思いますので、県としての姿勢、やはり沿

線住民の交通手段を守るという大前提を明確に

しながらＪＲ九州の動きなどを見ていくと。チャ

レンジしてきたら必ずきっちりと応える。そう

いう体制を御準備いただければと思います。

○脇谷委員 委員会資料27ページの宮崎県人権

施策の基本方針ですけれども、アンケートの結

果で、第３章に「働く人の人権問題」を追加し

たということ大変評価いたします。ありがとう

ございます。

これは要望でもあるんですけれども、先ほど

パワハラやセクハラの問題があると言われまし

たので、できましたら、マタニティハラスメン

ト、あるいは今、ジャニーズ問題もありますけ

れども、性加害の問題もありますので、そういっ

た問題も含めて、この「第３章、分野別施策の

推進」の中に人権問題を取り入れていただきた

いと思いますけれども、いかがでしょうか。

○中村人権同和対策課長 働く人の人権問題に

ついては関心が高いということで、今回追加す

ることになったわけですけれども、セクハラ、

パワハラに加えて、他県の方針を見てみますと、

マタハラを書いている県もあるようでございま

すので、この件も書いていきたいと思いますし、

ジャニーズの問題も最近話題になっております

ので、こういうことについても、どのような形

で書けるか検討してまいりたいと思います。

○脇谷委員 よろしくお願いいたします。

もう一つ、委員会資料21ページの、新しい「ゆ

たかさ」前進プログラムの中で、４の「本県の

未来を担う子供たちの育成」の内部評価がＣと

なっていますが、どういうことで、Ｃになって

いるのでしょうか。

○中尾総合政策課長 こちらにつきましては、

内部評価の基準で定量的に評価したものでござ

います。お手元にお配りしております資料１の

９ページを御覧いただければと思います。

こちらのほうに、各重点項目ごとに細かい指

標を設けておりまして、それを定量的に評価し

た上で、基準値と目標値、その達成状況を見た

上で評価しております。こちら申し上げますと、

ハイライトになっている部分、「外国語教育に関

して学習到達目標を設定し、その達成状況を把

握している学校・学科の割合」、それと一番下の

「学校支援ボランティアに取り組んでいる県民

の割合」、こちらにつきましては目標値を達成し

ておりますが、それ以外の部分で目標値を達成

していなかったというところもありまして、平

均点が1.42となっておりますけれども、こういっ

た状況を踏まえて、内部評価Ｃという判断になっ

たところでございます。

○脇谷委員 分かりました。宮崎県の子供たち

は自尊心が低いと言われるので、また、ぜひ、

こちらのほうも上がるようにお願いいたします。

○山下委員長 ほかにありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、請願の審査に移りま

す。

請願第２号「私学助成の拡充・強化について

の請願」について、執行部からの説明はありま

せんか。

○堀みやざき文化振興課長 特にございません。

○山下委員長 それでは委員から質疑ありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 最後に、その他で何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上をもって、総合

政策部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

午後の審査は１時からといたします。

暫時休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後０時57分再開

○吉村総務部長 それでは、本日御審議いただ

きます議案等につきまして、総務政策常任委員

会資料で説明をいたします。

目次を御覧ください。

まず、１の予算議案でありますが、令和５年

度一般会計補正予算の第３号及び第４号の概要

につきましては、後ほど御説明いたします。

次に、２の特別議案についてですが、使用料

及び手数料徴収条例の一部を改正する条例など

３件の議案を提出しております。

また、３のその他報告事項では、令和４年度

内部統制評価報告書についてなど３件を御報告

いたします。

３ページをお願いいたします。

それでは、令和５年度一般会計補正予算、第

３号及び第４号の概要を御説明いたします。

まず、議案第１号「令和５年度宮崎県一般会

計補正予算（第３号）」は、県民の暮らしや産業

を守る緊急対策、日本一挑戦プロジェクトに係

るもの及び国庫補助決定に伴うもの等に要する

経費について措置するものであります。

次に、議案第11号「令和５年度宮崎県一般会

計補正予算（第４号）」は、８月の令和５年台風

第６号の災害対策に必要な経費について措置す

るものであります。

４ページをお願いいたします。

一般会計歳入一覧です。中ほどの「今回補正

額」の「議案第１号」の列を御覧ください。

自主財源であります繰入金が6,488万2,000円、

繰越金が145億1,729万円。

この繰越金は令和４年度決算の実質収支であ

り、決算上生じました剰余金になります。

次に、依存財源であります国庫支出金が2,583

万6,000円、県債が3,600万円となっております。

合わせまして合計が146億4,400万8,000円の増額

となります。

同じく、「今回補正額」の「議案第11号」の列

を御覧ください。

まず、自主財源である繰入金が9,843万3,000

円、依存財源であります国庫支出金が２億468

万2,000円、県債が11億3,120万円であり、合計14

億3,431万5,000円の増額となります。

この結果、補正後の一般会計の予算総額

は6,999億277万4,000円となります。

５ページをお願いいたします。

一般会計歳出一覧です。中ほどの「今回補正

額」の「議案第１号」の列を御覧ください。

まず、総務費の141億円余は、歳入で御説明い

たしました繰越金のほとんどを県債管理基金等
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に積み立てるための経費になります。

次の、民生費800万円余は、自殺予防対策に係

る経費といたしまして、国費の増額に伴い補正

を行うものであります。

１つ飛びまして、労働費300万円余は、産業技

術専門校の実習棟の大型シャッターの改修に係

る経費であります。

次の、農林水産業費２億1,000万円余は、和牛

繁殖農家に対する国の子牛価格補塡事業への県

費の上乗せ補助、また、高齢母牛更新時の補助

等に要する経費であります。

次の、商工費１億2,000万円余は、サッカーの

春季キャンプにおける強化試合の費用負担に係

る経費等を措置しております。

２つ飛びまして、教育費１億9,000万円余は、

県立学校のトイレの洋式化や老朽化した空調設

備の更新に要する経費になります。

右隣の「議案第11号」の列を御覧ください。

土木費の14億円余は、築堤や河川等に堆積し

た土砂の除去、海岸に漂着した流木の除去等に

要する経費です。

２つ飛びまして、災害復旧費3,100万円余は、

漁港区域内の流木除去に要する経費になります。

なお、台風による大規模な災害復旧事業につ

きましては、当初予算において災害復旧費を186

億円余計上しておりますので、こちらを活用し

て迅速に対応していくこととしております。

補正予算案の概要についての説明は以上です。

なお、議案等の詳細につきましては、危機管

理局長及び担当課室長から説明いたしますので、

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○山下委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○高妻財政課長 常任委員会資料の６ページを

御覧ください。

３、歳入科目別概要ですが、先ほど部長も御

説明しましたとおり、「今回補正額」と「説明」

の欄につきまして、２つの議案に分けて記載し

ております。

まず、繰入金でございます。議案第１号分

で6,400万円余、議案第11号分で9,800万円余を

繰り入れます。

議案第１号分は、プロチームキャンプ受入強

化事業などの経費を宮崎再生基金から繰り入れ

ます。

議案第11号分は、台風第６号災害対策の県費

負担分について、財政調整積立金から繰り入れ

ます。

次に、その下の繰越金です。

議案第１号分で145億1,700万円余を計上して

います。これは、令和４年度の決算剰余金であ

り、今後決算審査をお願いするものですが、予

算は見込みが明らかになった時点で計上すべき

という考えから、毎年度８月上旬に決算見込み

を公表させていただきまして、９月補正に計上

しているものでございます。

７ページを御覧ください。

次に、国庫支出金です。議案第１号分、2,500

万円余、議案第11号分、２億400万円余を受け入

れます。

議案第１号分は、全て国庫補助金です。

丸の１つ目、民生費国庫補助金です。これは、

自殺対策に関する調査や人材育成等に係る費用

を市町村に交付するため、地域自殺対策強化事

業交付金などを受け入れるものであります。

次に、丸の２つ目、農林水産業費国庫補助金

です。こちらは、病害虫でありますトマトキバ

ガの緊急防除に要する経費などに充てるため、
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消費・安全対策交付金などを受け入れるもので

あります。

次に、丸の３つ目、教育費国庫補助金です。

これは、活動実態の報告のない不活動宗教法人

の実態調査費用などに充てるため、文化芸術振

興費を受け入れるものであります。

議案第11号の国庫支出金は、国庫負担金と国

庫補助金の２種類です。

まず、国庫負担金です。台風第６号の影響に

よる漁港区域内の漂着流木等を処理するため、

海岸保全漁港事業費などを受け入れます。

次に、国庫補助金です。台風第６号の影響に

よる─護岸などの海岸保全施設のない海岸の

ことを一般公共海岸と申しますが、こちらの漂

着流木等を処理するために、海岸漂着物地域対

策推進事業補助金を受け入れます。

８ページを御覧ください。

県債でございます。議案第１号分、3,600万円、

議案第11号分、11億3,100万円余を増額します。

議案第１号分は、水産試験場の内水面支場の

飼育用冷水供給装置の更新、工業技術センター

の管理研究棟における雨漏りの修繕に伴うもの

でございます。

議案第11号分は、今後の災害防止のために、

中小河川の築堤やしゅんせつ、台風第６号によ

る漂着流木除去に伴うものでございます。

これら全てを合わせた補正後の額は、表の一

番下、歳入合計の行の右から２番目になります

が、6,999億277万4,000円となります。

歳入予算の説明については以上でございます。

続きまして、財政課の補正予算について御説

明申し上げます。

委員会資料の10ページをお開きください。

財政課の９月補正予算は、一般会計で138億196

万1,000円の増額でございます。

この結果、財政課の補正後の予算額は、一般

会計と特別会計を合わせて、この表の一番上の

行の右から３列目、1,751億133万5,000円です。

補正の内容については、資料の11ページを御

覧ください。

まず、（事項）財政調整基金積立金です。

令和４年度の一般会計決算の実質収支を繰越

金として歳入計上しております。

こちらは、来年度の地方交付税の減額精算分、

約43億円等の財政需要を考慮いたしまして、30

億円を積み立てるものでございます。

次に、（事項）県債管理基金積立金です。

繰越金─決算剰余金の部分ですが、こちら

の約２分の１に当たる72億5,864万6,000円を地

方財政法第７条の規定に基づき積み立てるもの

でございます。

最後に、（事項）県有施設維持整備基金積立金

です。

こちらは、今後の施設の老朽化対策に備え、

繰越金のうち、35億4,331万5,000円を積み立て

るものでございます。

○蛯原税務課長 税務課の補正予算について御

説明いたします。

委員会資料の12ページを御覧ください。

税務課の９月補正予算は、３億円の増額となっ

ております。

この結果、補正後の予算額は、右から３列

目、580億5,573万3,000円となります。

補正予算の内容については、次の13ページを

御覧ください。

一番左の列の上から５つ目の（事項）諸費の

増額となります。その内容は、下の説明欄のと

おり県税還付金となりますが、これは県税の過

年度収入分に係る還付等に要する経費でありま

して、還付額が当初予算を上回る見込みとなっ
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たため、増額補正をお願いするものであります。

○那須人事課長 常任委員会資料16ページを御

覧ください。

議案第４号「職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例」について御説明いた

します。

まず１の改正の理由についてであります。

新型コロナウイルス感染症について、感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律における位置づけが、新型インフルエンザ

等感染症（いわゆる２類相当）から５類感染症

に改められたことに伴い、国の特殊勤務手当に

関する取扱いが変わったことから、国に準じて

支給要件等の改正を行うものであります。

次に、２の改正の内容についてであります。

（１）のとおり、新型コロナウイルス感染症

に係る感染症予防等手当の特例として、宿泊療

養施設で感染症患者が使用した物件の処理等に

従事した場合に１日につき3,000円、患者の身体

に接触して行う作業等に従事した場合は4,000円

を支給することとしていましたが、これを廃止

いたします。

また、（２）のとおり、特定新型インフルエン

ザ等から県民の生命及び健康を保護するために

行われた措置に係る作業であって、知事が定め

るものに従事したときは、１日につき4,000円を

超えない範囲で感染症予防等手当を特例として

支給することといたしますが、具体的な作業内

容や支給額については、今後、国において定め

られる取扱い等に準じて、規則で定めることと

いたします。

なお、保健所等における新型コロナウイルス

感染症患者への対応等において、１日につき290

円の感染症予防等手当を支給しておりましたが、

これに係る規定につきましては、規則改正によ

り廃止いたします。

最後に、３の施行期日でありますが、公布の

日から施行することとしております。

○蛯原税務課長 委員会資料の14ページを御覧

ください。

特別議案の議案第３号「使用料及び手数料徴

収条例の一部を改正する条例」であります。

１の今回改正を行う手数料は、県税等に関す

る証明手数料、いわゆる納税証明手数料でござ

います。

２の改正の理由ですが、納税証明手数料の支

払い方法について、10月から証紙払いが廃止さ

れ現金払いとなることに伴い、串間、西都、高

千穂の県税窓口で申請を行う場合は、納入通知

書により納税証明手数料を納入いただくことに

なりますことから、この場合の納税証明手数料

の支払い時期を変更するため、関係規定の改正

を行うものであります。

下の表を御覧ください。

県税・総務事務所及び県税窓口での納税証明

申請における手数料の支払い方法についてであ

りますが、宮崎、日南、都城、小林、高鍋、日

向、延岡の７つの県税・総務事務所では現金払

いの取扱いを現時点行っておりますので、申請

と同時に、直接現金を払い込むこととなります。

串間、西都、高千穂の３か所の県税窓口は、

現金の取扱いを行っていないため、申請された

方は、申請後に、下線にありますとおり、県が

交付する納入通知書により、金融機関で現金を

払い込むこととなります。

15ページを御覧ください。

３の改正内容です。下の表を御覧ください。

使用料及び手数料徴収条例第３条第２項の規

定により、手数料は申請等を行うときに納める

こととなっておりますが、先ほど説明しました
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県税窓口の納入通知書による納入の場合、申請

と同時に手数料を支払うことができないことか

ら、支払い時期を別途定めるため、同項のただ

し書きに「規則で定める証明手数料に限り、規

則で定める時期に納入するもの」を追加するも

のであります。

なお、下線を引いております第16号の「規則

で定める場合」とは、納税証明手数料を納入通

知書で納付する場合のことであり、支払い時期

の「規則で定める時期」とは、納入通知書が交

付されたときから納税証明書が交付されるとき

までとなり、それぞれ規則において規定するこ

とになります。

簡単に申し上げますと、県税の窓口で納税証

明の申請をされた方は、納入通知書により手数

料を払い込んだ後に納税証明書を受け取ること

になるということでございます。

最後に、４の施行期日ですが、公布の日から

施行することとしております。

○寺田消防保安課長 常任委員会資料の17ペー

ジを御覧ください。

議案第９号「財産の取得について」でありま

す。

財産に関する条例第２条の規定により、予定

価格が7,000万円以上の動産を買入れするとき

は、議会の議決に付することになっております。

宮崎県防災救急ヘリコプターの更新につきま

しては、６月定例会常任委員会において、入札

方法やスケジュールを含め御説明させていただ

いたところでありますが、予定どおり、７月末

に総合評価方式による一般競争入札を行い、落

札者を決定しましたので、本議案を提案するも

のであります。

まず、１の目的にありますとおり、本県での

航空消防活動で利用するため、２の取得財産に

ありますように、防災救急ヘリコプターの取得

を行うものであります。

次に、３の取得価格でありますが、26億6,200

万円で、契約の相手方は株式会社ＳＵＢＡＲＵ

航空宇宙カンパニーを予定しております。

なお、更新後の機体につきましては、写真に

あります現行機と同じベル社製の同型後継機に

なります。

最後に、４の納期でありますが、今議会で議

決を得られましたら、直ちに契約を締結し、機

体の製造に取りかかることとしております。

新たなヘリコプターについては、令和７年９

月30日までに引渡しを受け、隊員等の訓練を行っ

た後に運用を開始する予定としております。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はありませんか。

○福田副委員長 議案第９号ですが、防災救急

ヘリコプターのメーカーは、ＳＵＢＡＲＵじゃ

なくて、何とおっしゃいましたか。

○寺田消防保安課長 契約の相手方は、株式会

社ＳＵＢＡＲＵ航空宇宙カンパニーですが、こ

のＳＵＢＡＲＵとアメリカのベル社が共同開発

しております412ＥＰＸという機体になります。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○徳松行政改革推進室長 委員会資料の18ペー

ジを御覧ください。

令和４年度内部統制評価報告書について御説

明します。

１、制度の概要です。

内部統制は、行政サービスの適正な事務執行
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を確保するために、地方自治法の改正に伴い令

和２年度から導入された制度です。

先に、このページの下にある２つの米印を御

覧ください。

この制度では、適正な事務執行の妨げとなる

事務上のミスを「リスク」と言っており、具体

的には、支払い事務の遅れや誤り、文書や備品

等の紛失、送付先の誤りなど、起こり得るミス

等を総称して「リスク」と呼んでおります。

また、リスク対応策というのは、ミスの発生

を防ぐための、事前に必要な事務手続やチェッ

ク手順のことで、あらかじめ各所属で決めてお

ります。

平たく言いますと、職員自らが、事務を進め

る中で陥りやすい失敗や誤りを想定し、その対

応策を明らかにしておくことで、問題の早期発

見や事前防止に努めていくという自律的な取組

であります。

（１）、体制の図を御覧ください。

知事を最高責任者として、左側の推進部局で

は、副知事をトップに、制度運用など全庁的な

取組を推進し、右側の評価部局では、各所属の

自己点検が適切に行われているかどうかなどの

評価を行っております。

評価に当たっては、左下の検証部局として、

庁内共通業務を所管する会計課や物品管理調達

課などによる検証も加えて、評価結果を評価報

告書として作成し、図の右側にありますように、

監査委員による審査、意見をいただいておりま

す。

この評価報告書と監査委員からの意見は、そ

の下の赤色の点線囲みにありますように議会に

提出することとなっており、本日この場で御報

告するものです。

19ページを御覧ください。

（２）、評価の対象となるリスクとしまして、

財務に関する事務が57項目、文書や情報の管理

に関する事務が16項目、計73項目を評価の対象

としております。

（３）、内部統制の評価方法ですが、制度自体

の運用が有効に機能しているかどうかは、重大

な不備の有無により評価することとなっており

ます。発生したリスクが重大な不備に当たるか

どうかは、量的重要性と質的重要性の２つの視

点を基に総合的に判断しております。

次に、２、令和４年度評価報告書の概要にな

ります。

（１）、体制の評価では、国ガイドラインに基

づき設定した６項目を対象として評価を行い、

有効と判断しました。

続いて（２）、業務レベルの評価では、評価対

象の73項目のリスクについて確認しましたとこ

ろ、評価時点ではリスク発生には至っていない

ものの、リスク対応策が適切に実施されておら

ず、リスク発生が懸念される整備上の不備を２

所属で２件確認しました。

また、リスクが実際に発生した運用上の不備

を69所属で合計125件確認し、一部の所属では、

療育手帳の誤記載や、車検切れ公用車の使用、

要配慮個人情報の紛失といった、特に注意すべ

き不備を確認しました。

これら発生したリスクにつきましては、重大

な不備とまでは認められなかったことから、結

果、本県の内部統制はおおむね有効に運用され

ていると評価いたしました。

20ページを御覧ください。

３、監査委員による評価報告書の審査です。

審査の結果、評価手続及び評価結果に係る記

載は、おおむね相当であるとされましたが、今

後、内部統制の実効性を高め、さらなる推進を
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図る上では、リスク項目や対応策を適切に選択

・設定すること、自己点検の精度を高めること、

再発防止策の徹底、重大な不備の基準の整理と、

（１）から（４）までの４つの事項において、

改善が望まれるとの意見が付されました。

最後に、４、今後の対応です。

監査委員からの御意見を踏まえ、庁内におき

まして、リスクの未然防止・再発防止に向けた

呼びかけ、職員向け研修での周知や注意喚起、

発生頻度の高い不備事例の共有といった取組を

継続するとともに、重大な不備の基準につきま

しても、より客観的で具体的な判断基準の設定

を検討してまいりたいと考えております。

なお、報告書及び監査委員からの意見書の全

文につきましては、21ページ以降に別紙で添付

しておりますので、御参照ください。

○鬼塚財産総合管理課長 常任委員会資料の24

ページを御覧ください。

宮崎県東京ビル再整備事業に係る基本設計

（案）についてであります。

本事業につきましては、ヒューリック株式会

社を代表事業者といたしまして、現在、既存ビ

ルの解体工事を進めております。

このたび、新ビルの基本設計案を策定いたし

ましたので、御報告いたします。

まず、１の基本方針ですが、県のさらなる発

展の寄与、土地の有効活用・財政貢献といった

考え方を踏まえ、設計案を策定いたしました。

次に、２の施設整備の概要でございますが、

添付資料の資料１「基本設計図書（案）概要版」

で御説明いたします。

１ページを御覧ください。

事業目的でございますが、本事業は、施設の

老朽化や機能性・利便性の低下等の課題を踏ま

え、民間施設との合築による機能の向上などを

図るため、再整備を行うものであります。

設計コンセプトですが、民間施設との合築に

よる相乗効果の創出、県産木材の効果的な活用

などをコンセプトといたしております。

２ページを御覧ください。

計画概要ですが、建築地は、現在地の東京都

千代田区、階数は地上11階、地下１階の建物で、

事業手法は定期借地権方式でございます。

各階の主な用途でございますが、１階から６

階までが県の施設となり、１階に県内の中小企

業が入居するフロンティアオフィスや、県情報

発信スペース、２階から３階に学生寮、４階か

ら６階に職員宿舎を整備いたします。７階から11

階が民間の施設で、賃貸オフィスになります。

３ページを御覧ください。

１階部分の配置計画でございますが、県の情

報発信スペースを平面図の下のほう、南側の前

面道路から見えやすい南東の位置に配置するこ

となどを計画しております。

動線計画ですが、ビルは県施設や賃貸オフィ

ス等の複数の用途があるため、平面図に矢印を

記載しておりますが、用途ごとに独立した入り

口を確保し、建物内の動線を分離することなど

を計画しております。

次の４ページが学生寮の平面図、５ページが

職員宿舎の平面図となります。

６ページを御覧ください。

災害への備えでございます。地震に対しまし

ては、数百年に一度程度の極めてまれに発生す

る大地震の1.25倍の力でも倒壊しない性能を確

保いたします。

一番下のＢＣＰ対策でございますが、非常用

発電機の設置など、災害時の活動拠点として必

要な機能を整備いたします。

次の７ページから８ページの構造及び設備計
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画は、説明を省略させていただきます。

９ページは外観・内観のイメージであります。

外観は南側からのイメージですが、ビルの正

面入り口の外装に県産木材を使用し、家をモチ

ーフとしたデザインを施しまして、県産木材の

ＰＲ効果を高めることとしております。

内観は、１階のエントランスや学生寮室等の

イメージとなります。内装や家具などに県産木

材を活用してまいります。

常任委員会資料の24ページにお戻りください。

３の事業費につきましては、記載のとおりで

すが、定期借地権の設定により、借地料として、

年額9,000万円が71年間、県に入ってまいります。

４の主なスケジュールでございます。

解体工事を令和６年９月に完了後、同年10月

から建設工事に着手し、令和８年10月の供用開

始を予定しております。

○渡邉危機管理局長 常任委員会資料の25ペー

ジを御覧ください。

「霧島演習場における日米共同訓練について」、

御説明いたします。

まず、１の実施期間は、10月14日から31日ま

での18日間で予定されております。

次に、２の実施場所は、熊本県、大分県、宮

崎県、鹿児島県、沖縄県及び北海道であり、本

県は、霧島演習場において実施されます。

次に、３の参加部隊です。

自衛隊は、陸上自衛隊第８師団等が約200名、

ＣＨ47輸送ヘリが３機程度、Ｖ22オスプレイが

２機程度参加します。

また、アメリカ軍は、在日米軍の海兵隊及び

空軍約120名、オスプレイが６機程度参加します。

ＭＶと記載があるのが、海兵隊のオスプレイ

で、ＣＶと記載があるのが、空軍のオスプレイ

です。

次に、４の訓練概要です。

ここに記載の４つの訓練を予定しております。

なお、（４）、滑走路復旧訓練の事前準備とし

て、模擬滑走路を設置する必要があるため、９

月19日から、米軍関係者約30名が霧島演習場で

作業中でございます。この方々はホテル宿泊と

伺っております。

次に、５の米軍の宿泊場所は、霧島演習場内

となっており、通訳等の一部軍属はホテル宿泊

予定と伺っております。

最後に、６の県の対応です。

国に対しまして、事件・事故の防止や騒音の

軽減など、県民の安全・安心の確保に万全を期

すよう、訓練実施が公表されました８月29日付

で、知事名の要請文を九州防衛局長及び西部方

面総監宛てに送付いたしました。

また、訓練期間中は、危機管理局内に関係機

関との連絡調整等を行う体制を構築することと

しております。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○二見委員 東京ビルの話なんですけれども、

別に問題があるというわけじゃなく、素朴な疑

問なんですが、最後に外観イメージの写真を見

ていたときに、今ふと気づいたのが、隣のビル

より結構低いんです。先ほど土地の有効利用・

活用という説明もありましたが、容積率か何か

の制約があって低くなったのでしょうか。

○鬼塚財産総合管理課長 はい。委員おっしゃ

るとおり、容積率の問題で、敷地面積が限られ

ていますので、高さの制限があったということ

でございます。

○二見委員 最大限使っているわけですね。

○鬼塚財産総合管理課長 はい、最大限使って

おります。
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○福田副委員長 学生寮にあまり関係ないかも

しれませんけれども、民間施設が入っている以

上、駐車場は完備されているんですか。

○鬼塚財産総合管理課長 添付資料の２ページ

の一番下を御覧ください。地下１階に機械式の

駐車場を28台整備することとしております。た

だし、こちらは民間の駐車場となっておりまし

て、県の施設分については、正面玄関の横に２

台ほど置けるスペースがございまして、こちら

を利用することになっております。

○川添委員 東京ビルの６階の職員宿舎なんで

すけれども、これは家族４人までとか、そうい

う人数の制限があるんでしょうか。

○鬼塚財産総合管理課長 家族何人という制限

はございませんので、このスペースが入るほど

になりますが、利用していただいて大丈夫とい

うことになっております。

○川添委員 これは２ＤＫですよね。

○鬼塚財産総合管理課長 ２ＤＫを10室、１Ｄ

Ｋを30室、用意することとしております。

○川添委員 計画が進んできているわけですけ

れども、参考のためにお伺いしたいのですが、

県が建設してテナント料とか家賃を取る場合と、

定期借地権方式で、民間の事業者から県が一部

買って入居する場合とでは、どちらが高いとか

安いとかいうシミュレーションは出してらっ

しゃらるんですか。

○鬼塚財産総合管理課長 この事業のシミュレ

ーションでございますが、ＰＦＩ方式と定期借

地権方式で比較しております。その結果、県の

持ち出しが少ないということ、手続が簡易にな

るということで、この定期借地権方式を選択し

たということでございます。

○川添委員 また、資料１の６ページ、「地震へ

の対策」ということで、首都直下型地震とかは

想定されているわけですが、震度何度ぐらいと

か、そういったところも出ているでしょうか。

○鬼塚財産総合管理課長 この地震対策でござ

いますが、極めてまれに発生する大地震という

のが、阪神淡路大震災とか東日本大震災になり

ますが、震度６強から７程度の力の1.25倍の力

でも崩壊しないような性能を確保することに

なっております。

○川添委員 最後に、定期借地権の期間はどれ

ぐらいなのか。また、大地震等が起きて、ビル

が損傷したときに、県は一部所有者になるわけ

ですけれども、先の話にはなりますが、定期借

地契約の取決めの中で、老朽化した部分、そう

いったところの最初の規約的なものがあれば教

えていただきたいと思います。

○鬼塚財産総合管理課長 まず、定期借地権の

期間でございますが71年間で設定しております。

次に、大地震等でビルが被害を被った場合等

ということでございますが、これは事業者グル

ープと基本協定を定めておりまして、この中で

大地震等の不可抗力事象が発生して計画どおり

に事業の実施ができなくなった場合には、事業

継続のために必要な費用の増加分の負担等につ

いて、まず協議を行うことになっております。

実際には、改修費用がどれだけかかるのかと

か、事業期間がどれくらい残っているのか、そ

ういった状況を踏まえて、事業を継続するのか

などを事業者と協議することになっております。

○福田副委員長 学生寮が52室とあるんですけ

れども、男女の区別があるんですか。

○鬼塚財産総合管理課長 その定数については、

今後詳細に検討していきたいと思いますが、基

本的には男女同じ定数、26対26で募集すること

になるのかなと考えているところでございます。

○福田副委員長 別に男子、女子とか分けるこ
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とはされないんですね。

○鬼塚財産総合管理課長 設計上の問題になる

んですけれども、２階部の部屋数が23室、３階

が29室となっております。ですから、定数を同

数にした場合には、女性、男性と同じフロアに

なる可能性もありますので、例えば、男女が同

じ動線にならないように仕切り戸を設けたり、

その仕切り戸はカードキーで管理したり、加え

てカメラを設置したり、その辺のセキュリティ

はしっかり確保していきたいと考えております。

○二見委員 内部統制制度の話ですけれども、

この数年間ずっと取り組んでこられて、それな

りの取組評価はされてきているんだと思うんで

すが、我々も見ながら、分かったようで分から

ないような、非常にもどかしいというか。実際

の現場での運用の仕方というか、こういうこと

に取り組みながら、いろんな不備だったり、リ

スクの発生を抑えられている効果もありながら

も、まだ、起こったりしているという─アク

ションを起こしてチェックする、その繰り返し

なんだと思うんですけれども、いかにそれをみ

んなに意思疎通というか、浸透させていくかが

大事なんだろうなと思うんです。そこへのアプ

ローチの仕方というか。問題が起こったところ

だけで終わらせるのではないというか。皆さん

もいろんな部署に異動される中で、同じような

問題が起きないようにしていく必要があると思

うんですけれども、そういったことについての

内部での検討結果というか、取組状況というか、

何かあれば教えていただきたいです。

○徳松行政改革推進室長 今、委員がおっしゃっ

た、職員への意識づけは、非常に大事なところ

なんですけれども、年間のスケジュールで言い

ますと、年度始めの４月、５月に各所属で、そ

の年度の起こり得るリスクをまず洗い出す。去

年と同じであったり、新しいものを加えたりと

いうのは、各所属で判断して決めるんですが、

それを年度始めに決めて、６月末の時点で中間

点検、２月の時点で年間点検ということで、２

回のチェックを行います。これで、職員がこの

制度に触れる機会は少なくとも３回ありますし、

各所属で管理職あたりからの指導とかチェック

というのは行っているところです。

また、自治学院で行う職位ごとの研修がある

んですけれども、その中でも内部統制に関する

研修ということで、全ての階層で行っていると

ころです。

○二見委員 財務に関するものとか、文書管理

とか、それぞれリスクの項目数が上がっていま

すが、想定し切れていればいいんでしょうけれ

ども、不測の事態というか、新たな視点とか、

いろんなことを常に意識を持ってバージョン

アップさせていく必要がある取組なのかなと

思っているんです。そういったことに対して、

一般的に民間で言ったら「ヒヤリハット」があ

りますよね。ヒヤっとする、ハっとすることが

重大なことにつながってしまうから、そういう

ものをとにかくみんなで意識共有しながら、小

さなことだけれども、小さな兆しを最初に抑え

ることによって重大な事故につながらないよう

にする取組の一つだと思うので、そこ辺の風通

しのよさというか、問題が起こったことをすぐ

に共有できるような環境整備が大事なんだろう

なと思います。そこについても、また、しっか

りやってほしいなと思います。やっているんで

しょうけれども、どうしても、いい話はしやす

いですが、悪い話は出づらい。人のうわさはど

んどんするけれども、自分のことについては言

いづらいというところを、いかに前向きに検討

していくかが求められていると思うので、そこ
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もしっかりやってほしいなと思います。

○徳松行政改革推進室長 先ほど御説明しまし

た年２回のチェックのタイミングなんですけれ

ども、そのタイミング以外にも、当然ミスが発

覚することはあります。それについては、その

都度、所属なり部局から報告はもらうようにし

ておりまして、それを追加して、起こってしまっ

たミスに計上していっております。

また、２回の点検の結果、全庁的にこういう

ミスがどれぐらい起こりましたというのは、そ

の都度フィードバックして、自分の所属でも起

こり得る危険性があるのではないかどうか、そ

のフィードバックを見て確認をしてもらう、注

意をしてもらうようにしております。

○坂本委員 一点だけ確認させていただきます。

霧島演習場における日米共同訓練。これは一

部米軍関係者がホテル宿泊予定となっています

が、霧島演習場の近くは、あまり宿泊場がある

イメージないんですが、分かる範囲で結構です

ので、ホテルの宿泊について教えてください。

○渡邉危機管理局長 ５の「米軍の宿泊場所」

で一部軍属がホテル宿泊予定となっております

が、今のところ、県内に宿泊するということで

しか情報は入っておりません。

○坂本委員 分かりました。

○岩切委員 税務課に確認させていただきます。

串間、西都、高千穂でのおおむねの申請件数

を教えてください。

○蛯原税務課長 令和４年の納税証明書の申請

件数は、串間が13件、西都が１件、高千穂が68

件となっております。

○岩切委員 証紙をお持ちの方は証紙を貼って

来る。これ逆に便利だった３か所だと思うんで

す。特に串間は庁舎と金融機関が離れています

が、一旦、納税証明書の申請に来て、納めて、

また受け取りに来るのか。それとも納税証明書

を先にもらって、納税通知書を持って帰って、

納めてもらえればいいのか。いわゆる納め忘れ

があれば滞納ということになるんですけれども、

そんなところはどうなんでしょう。

○蛯原税務課長 窓口に来られた方は、申請は

するけれども、その場では納税証明書が出ない

形になります。

後日、申請者の方に納入通知書が送られてき

ますので、その納入通知書をもって手数料をま

ず納めていただく。それはコンビニとか金融機

関で納めることができますので、納めていただ

いて、そして再度、領収書を持って県税窓口に

行って、出来上がっている納税証明書を受領す

るというような流れになっております。

○岩切委員 確認なんですが、納税証明書がそ

の日には出ないというのは、この３つの窓口の

問題なんでしょうか、それとも他の県税事務所

でも同じ条件なんでしょうか。

○蛯原税務課長 この３つの窓口に限ったこと

でございます。県税・総務事務所の窓口では、

その場で発行する形にはなっております。

○岩切委員 この県税窓口は、税の納付を受け

付ける場所ではないという理解でよろしいです

か。

○蛯原税務課長 現金の取扱いをしておりませ

んので、受領はしておりません。

○岩切委員 大体事情がのみ込めました。

納入通知書は今はコンビニでも利用できるよ

うになっていますが、時代の変化ということで

よろしいでしょうか。

○蛯原税務課長 納入通知書は会計課が所管で、

様式を定めているところなんですが、金融機関、

コンビニエンスストア、それからスマートフォ

ンアプリのペイペイやペイジー、こういったも
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ので納入ができるような形になっております。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上をもって、総務

部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時54分休憩

午後２時０分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、25日に

行いたいと思います。開会時刻は午後１時とい

たしたいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上で本日の委員会

を終了いたします。

午後２時０分散会
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午後０時57分再開

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 寿

副 委 員 長 福 田 新 一

委 員 濵 砂 守

委 員 二 見 康 之

委 員 川 添 博

委 員 坂 本 康 郎

委 員 岩 切 達 哉

委 員 脇 谷 のりこ

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 木 村 結

政策調査課主任主事 髙 山 紘 行

○山下委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

賛否も含め、御意見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後０時57分休憩

午後０時57分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは採決を行います。採決につきまして

は、議案ごとがよろしいでしょうか。一括がよ

ろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは一括して採決をいたし

ます。議案第１号、議案第３号、議案第４号、

議案第９号及び議案第11号につきましては、原

案のとおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、議案第３号、議案第４号、議案第

９号及び議案第11号につきましては、原案のと

おり可決することと決定しました。

次に、請願第２号についてでありますが、こ

の請願の取扱いも含め御意見をお願いいたしま

す。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、請願第２号につきま

しては、採決との意見がございますので、お諮

りいたします。

この際、請願を採決することに、御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、請願第２号の賛否を

お諮りいたします。請願第２号について、採択

すべきものとすることに賛成の方の挙手をお願

いします。

〔賛成者挙手〕

○山下委員長 挙手全員。よって、請願第２号

は採択することに決定しました。

ただいま、請願第２号が全会一致で採択とな

りましたが、この請願は意見書の提出を求める

請願であります。

意見書案を書記に配付させます。

お手元に配付の私学助成の拡充・強化を求め

る意見書案について、何か御意見はありません

か。

暫時休憩いたします。

午後０時58分休憩

令和５年９月25日(月)
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午後１時１分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

お諮りいたします。意見書の内容につきまし

ては、意見書案のとおり当委員会発議とするこ

とに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議ございませんので、その

ように決定いたします。

次に、委員長報告骨子案についてであります

が、委員長報告の項目及び内容について御要望

等はありませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時３分休憩

午後１時４分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまの御意見等を参考にしながら、正副委員長

に御一任いただくことで、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りしま

す。

総合政策及び行財政対策に関する調査につい

ては継続審査としたいと思いますが、御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

次に、11月２日木曜日に予定されております

閉会中の委員会につきまして、御意見を伺いた

いと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時４分休憩

午後１時８分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、11月２日の閉会中の委員会につい

ては、ただいまの内容で御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、11月８日から10日に予定されておりま

す県外調査につきまして、御意見を伺いたいと

思います。

暫時休憩いたします。

午後１時８分休憩

午後１時15分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

県外調査の実施につきましては、日程表のと

おりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他で、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上で委員会を閉会

いたします。

午後１時16分閉会
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